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一般会計及び特別会計





監 第 号

令 和 ６ 年 ８ 月 ９ 日

寝屋川市長 広 瀬 慶 輔 様

寝屋川市監査委員

九 鬼 康 夫

廣 岡 芳 樹

森 本 雄一郎

令和５年度寝屋川市一般会計及び特別

会計歳入歳出決算審査意見について

地方自治法第 条第２項の規定に基づき、令和６年７月 日付け財財第

号で審査に付された令和５年度寝屋川市一般会計及び特別会計歳入歳出決

算を審査したので、その結果について次のとおり意見を提出します。
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Ⅰ 令和５年度寝屋川市一般会計及び特別会計決算審査意見 

 

第１ 審査の対象

１ 各会計歳入歳出決算

令和５年度寝屋川市一般会計

令和５年度寝屋川市国民健康保険特別会計

令和５年度寝屋川市介護保険特別会計

令和５年度寝屋川市後期高齢者医療特別会計

令和５年度寝屋川市公共用地先行取得事業特別会計

令和５年度寝屋川市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

２ 附属書類

令和５年度寝屋川市各会計歳入歳出決算事項別明細書

令和５年度寝屋川市各会計実質収支に関する調書

令和５年度寝屋川市財産に関する調書

第２ 審査の期間

令和６年７月 日から令和６年８月９日まで

第３ 審査の方法

審査に当たっては、寝屋川市監査委員監査基準に基づき、一般会計及び特

別会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書

及び財産に関する調書について、地方自治法その他関係法令に適合して作成

されているか、計算に誤りがないか、収支は適正であるかなどを中心に決算

計数の照合をした。

また、予算の執行については、関係職員から説明聴取するとともに、例月

現金出納検査、定期監査の結果を参考にしながら審査した。
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第４ 審査の結果

審査に付された令和５年度一般会計及び特別会計歳入歳出決算書、証書類、

前記の附属書類の計数については正確であり、予算の執行については、おお

むね適正であることを認めた。

第５ 総括意見

１ 決算の概況

⑴ 一般会計及び特別会計

当年度は令和５年５月８日から新型コロナウイルス感染症 ＣＯＶＩＤ

－ の感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律上の位

置付けが５類へ移行されたことに伴い、社会経済活動の正常化が進みつつ

ある一方で、物価高騰等の影響で社会経済情勢は依然として厳しい状況に

ある。本市でも生活支援のため様々な新しい施策を実施するため、一般会

計で 回、特別会計で 回にわたる補正予算が計上された結果、一般会

計及び特別会計を合わせた決算収支の状況は、歳入総額が 億

万 千円で前年度に比べ 億 万 千円 ％ の増加、歳出総額が

億 万 千円で前年度に比べ 億 万 千円 ％ の増

加となっている。

単年度収支額は 億 万 千円の赤字 前年度 万円の赤字 、

実質収支額は 億 万円の黒字 前年度 億 万 千円の黒字 と

なり、全会計において実質収支は 年連続の黒字となっている。

⑵ 一般会計

一般会計の歳入総額は 億 万 千円 前年度 億

万 千円 、歳出総額は 億 万 千円 前年度 億 万

千円 、翌年度への繰越財源は 万 千円で、実質収支額は 億

万 千円の黒字 前年度 億 万 千円の黒字 となり 年連続の黒

字、単年度収支額は 万 千円の黒字 前年度 万円の黒字 となっ

た。これは令和３年３月に公表された普通会計ベースの財政収支計画 令

和３年度～令和５年度 に示された単年度収支の動向と符合している。
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歳入についてみると、前年度に比べ、国庫支出金で 億 万 千円

％ 、諸収入で 億 万 千円 ％ 、使用料及び手数料で

億 万 千円 ％ などの減少となった。一方、市債で 億

万円 ％ 、地方交付税で 億 万 千円 ％）、府支出金で

億 万 千円 ％ の増加となったことなどで、歳入総額では前年度

に比べ 億 万 千円 ％ の増加となっている。

なお、歳入総額を自主財源と依存財源に区分すると、自主財源の額は諸

収入や使用料及び手数料等が減少したことにより、割合は ％で前年度

％ に比べ ポイント低下している。

また、不納欠損額の合計は 万 千円 前年度 万 千円 で、

収入未済額の合計は 億 万 千円 前年度 億 万 千円 と

いずれも前年度に比べ増加している。

次に、歳出について性質別にみると、前年度に比べ、義務的経費では、

人件費で 億 万 千円 ％ 、公債費で緊急防災・減災事業債の減

などにより 億 万 千円 ％ それぞれ減少となったものの、扶助

費で価格高騰重点支援給付金の増などにより 億 万 千円 ％

増加したことにより、 億 万 千円 ％ の増加となっている。

投資的経費では京阪本線連続立体交差事業、親子給食調理場の施設整備

などに係る事業費の減があったものの、保育所大規模修繕工事、対馬江大

利線整備事業などに係る事業費の増により、 億 万円 ％ の増加

となっている。

その他経費では、繰出金で大阪府後期高齢者医療広域連合負担金などが

増加したものの、物件費で新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

などに係る事業費の減、積立金で公共公益施設整備基金への積立金が減少

したことなどにより 億 万 千円 ％ の減少となっている。

なお、歳出総額では前年度に比べ 億 万 千円 ％ の増加となっ

ている。

⑶ 特別会計

特別会計の歳入総額は 億 万 千円 前年度 億 万
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千円 、歳出総額は 億 万円 前年度 億 万 千円 となっ

ている。

一般会計からの繰入金は 億 万 千円で、前年度 億 万

千円に比べ 億 万 千円 ％ の増加となっている。

また、不納欠損額の合計は 億 万 千円 前年度 億 万 千円

で、収入未済額の合計は 億 万 千円 前年度 億 万 千円

となっている。

単年度収支額の合計は 億 万 千円の赤字 前年度 万円の赤

字 で、実質収支額の合計は 億 万 千円の黒字 前年度 億 万

千円の黒字 となっている。

⑷ 財政指標

地方財政統計上の統一的区分である普通会計についてみると、実質収支

額は 億 ， 万 千円の黒字 前年度 億 万 千円の黒字 とな

り、単年度収支額は 万 千円の黒字 前年度 万円の黒字 で、実

質収支額は 年連続の黒字となり、単年度収支額は２年連続の黒字である。

標準財政規模に対する実質収支額の割合である実質収支比率は ％で、

前年度 ％より ポイント上昇している。単年度収支額に実質的な黒

字要素 財政調整基金積立額及び地方債繰上償還額 を加え赤字要素 財政

調整基金取崩額 を差し引いた額である実質単年度収支額は 万 千円

の黒字 前年度 億 万 千円の黒字 となっている。

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は ％で、扶助費、繰出金等が

増加し、臨時財政対策債や地方消費税交付金等が減少したことにより、前

年度 ％に比べ ポイント悪化した。

また、普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除

して得られる地方公共団体の財政力を示す指標である財政力指数 ３か年

平均 は で、前年度 に比べ 低下した。
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なお、実質収支比率、経常収支比率及び財政力指数の５年間の推移は、

次表のとおりである。

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

財 政 力 指 数
（ ３ か 年 平 均 ）

実質収支比率、経常収支比率及び財政力指数の５年間推移表 普通会計

２ 意見

⑴ 決算についての意見

ア 一般会計

当年度の一般会計においては、価格高騰重点支援給付金に係る事業費

及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金が増加したことなどによ

り、歳入・歳出とも前年度から増加した。

歳入では国庫支出金、諸収入、使用料及び手数料、地方消費税交付金

などが減少したものの、市債、地方交付税、府支出金などの増加により

財源の確保が図られた。

歳出では、投資的経費の単独事業費や義務的経費の扶助費が増加した

ものの、投資的経費の補助事業費やその他経費の物件費が減少した。

第六次寝屋川市総合計画 令和３年度～令和９年度 の３年目となる

当年度には、『安心して子供を産み、育てる環境づくり』として出産・子

育て応援給付金事業、『ポテンシャルをフル活用した都市基盤整備』とし

て寝屋川公園駅周辺のまちづくりの推進などの事業が実施された。

また、価格高騰重点支援給付金、小中学校の給食費無償化及び食材費

緊急支援、水道料金 基本料金 の免除などを実施するとともに、公共施

設の老朽化等による改修経費等の増加に備えるため、公共公益施設整備

基金に 億 万 千円の積立などを行った。このように、将来のま

ちの姿を見据えた財政運営を図るなかで、積極的な施策・事業の推進に
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より、市民サービスの向上に努めた。

次に、市債については、後年度負担軽減の観点から必要最小限の発行

を基本とし、前年度と比較して義務教育施設整備事業債等の発行に伴い

発行総額が 億 万円増加したため、決算年度末現在高は前年度末

に比べ 億 万円 ％ の増加となった。

当年度の予算執行においては、これまでも指摘してきたが歳入では、

億 万 千円の収入未済額が生じていることから、より一層適切

な債権管理に留意されたい。とりわけ歳出では、 億 万 千円の

多額な不用額が生じている。今後は、実施事業について予算編成時と決

算時における一般財源の動向に留意するなど、様々な要因について分析

し、的確な予算計上に努め、貴重な財源の有効活用を図られたい。

イ 特別会計

国民健康保険特別会計については、大阪府と市町村が保険者となり、

大阪府国民健康保険運営方針に基づき運営を行っているところである。

国民健康保険料については、平成 年度に大阪府内で統一されて以降

独自で実施していた激変緩和期間が令和５年度で終了し、令和６年度に

完全統一されるため、保険者を取り巻く状況の変化が懸念されることか

ら、今後も財政基盤の安定化や医療費適正化の推進に努められたい。

国民健康保険料の納付について、クレジット収納やキャッシュレス決

済サービスを活用し、納付環境を充実することで利便性を向上し、滞納

者に対しては適切な滞納処分を実施するとともに、電話催告による納付

勧奨、委託による訪問催告業務を実施した。保険料の収納率は現年度分

が ポイント上昇し ％となったが、滞納繰越分の低下により、全

体では ポイント低下している。

今後とも負担の公平性の観点から適切な債権管理により未収金の早期

回収を図り、収納率の更なる向上に努められたい。

また、生活習慣病の発症や重症化の予防により健康の保持増進を図る

とともに特定健康診査の受診率等を考慮し交付される保険者努力支援制

度交付金等の財源の確保及び大阪府、各市町村と連携し医療費の適正化
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を図るなど更なる財政の健全化に努められたい。

介護保険特別会計では、要介護認定者数の増加により事業規模の拡大

が進むことが予測され、今後、厳しい事業運営が懸念されるなか、委託

による訪問催告業務を実施し、納付勧奨の強化などの対策を講じている。

保険料の収納率は現年度分が ポイント上昇し ％となり、滞納繰

越分も上昇し、全体では ポイント上昇している。

今後とも、負担の公平性を確保するため、未収金の早期回収を図り、

更なる収納率の向上に努められたい。

また、高齢者の介護予防、自立支援・重度化予防に努められたい。

後期高齢者医療特別会計では、高齢者人口の増加により事業規模の拡

大が一層進むことが予測されるなか、大阪府後期高齢者医療広域連合等

と連携し、安定的な事業の推進に努められたい。

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計においては、着実な運営に努め

られたい。

⑵ 定期監査等を通じての意見

当年度は、資金前渡事務及び委託事務を重点項目として、財務等に関す

る事務の執行が、法令等の定めに従い適正かつ効率的に行われているかな

どについて全部局に対して定期監査を行った。

事務の執行状況はおおむね適正であったが、事務処理に適正を欠くもの

などについては文書指摘を行い、軽易な事務の誤りについては口頭指導を

行った。

定期監査等結果報告書を各所属へ送付しており、指摘事項については全

庁的に対応すべきリスクとして事務の処理状況を点検し不適切な事務を改

善するなど、組織全体でチェック体制を強化し、再発防止に取り組むこと

により、適法、適正かつ合理的な事務の執行に努められたい。

また、例月現金出納検査で実施している支払に関する書類の点検では、

未だに多くの部局において、過去の点検で指摘した結果と同様の事例が散

見される。より一層の適正化を図られたい。

｜　7　｜



⑶ 重点事項

当年度は価格高騰重点支援給付金、小中学校の給食費無償化及び食材費

緊急支援、私立幼稚園の給食費無償化及び食材費緊急支援、小中一貫校施

設整備などの施策が実施された。

引き続き、全庁一体となってあらゆる財源の確保、経常経費の抑制、費

用対効果の検証に努めるとともに、物価上昇の動向を見据えながら市民ニ

ーズを的確に把握してこれまで以上に市民サービス向上に邁進することを

期待する。

今後の財政運営に当たっては、寝屋川市財政規律ガイドライン 令和元年

度～令和９年度 に基づき、将来を見据えた持続可能な行財政運営を確立す

るための行財政構造改革の取組を推進するとともに、とりわけ次の事項に

留意し、引き続き財政の健全化に取り組まれたい。

ア 歳入においては、自主財源の根幹である市税について、引き続き、税

収入の確保及び税負担の公平性の観点から、滞納整理の強化により、徴

収率の向上を図るとともに、各種分担金、負担金、使用料など収入未済

や不納欠損が生じている債権についても適切な債権管理により未収金の

早期回収を行うなど、より一層財源確保に向けた取組を進めること。

イ 歳出においては、社会保障関連経費等の増加や公共施設インフラの老

朽化対策が財政を圧迫することが予測されるなか、市民ニーズに応じた

新たな施策の展開やサービスの提供を図るとともに、事業の目的を明確

化し、効率的・効果的な事務執行を行うこと。

ウ これまでに実施された包括外部監査において指摘のあった事項につい

ては、全庁的な課題として真摯に受け止め、遅滞なく積極的に改善に取

り組むこと。

エ 早期に中長期財政フレームを作成し将来にわたる財政の持続可能性を

高め、第六次寝屋川市総合計画に掲げられる各施策の着実な展開を図る

こと。

オ ＤＸ デジタル・トランスフォーメーション の推進については、令和

４年４月にその中核組織のＤＸ推進室が設置され、加えて寝屋川市デジ

タル・トランスフォーメーション ＤＸ 推進計画 令和３年度～令和７年
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度 が策定され、同計画と合わせ、寝屋川市デジタル・トランスフォーメ

ーション ＤＸ 推進アクションプランが毎年度更新されていることから、

ＤＸの活用により効率的かつ安定的な行財政運営の確保や市民サービス

の向上等に向け着実に取り組むこと。

カ 地域の中核を担う都市として、更なる都市格の向上を目指すため令和

４年度に策定された内部統制制度運用指針に従い、内部統制に積極的か

つ真摯に取り組み、事務の改善に努めること。

キ 寝屋川市公共施設等総合管理計画 平成 年度～令和８年度 に基づ

く個別計画で示された対応方針を踏まえ、適切な維持管理・更新等を進

めるとともに、令和６年３月に策定された公共施設適正化検討方針に基

づき、市民サービスの充実・強化と施設総量のダウンサイジングを実現

するための取組を計画的に推進すること。

ク 寝屋川市都市計画マスタープラン 令和４年度～令和 年度 及び寝

屋川市立地適正化計画 平成 年度～令和 年度 に基づく４駅周辺な

ど都市機能誘導区域の整備と、国費等の財源を積極的に確保し将来負担

を低減しつつ、まちづくりを着実に推進すること。
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第６ 審査の概要

各会計決算の審査概要は、次のとおりである。

１ 総 括

⑴ 決算規模

一般会計及び特別会計の予算総額 億 万 千円に対する総計決

算額は

歳 入 億 万 千円

歳 出 億 万 千円

であり、一般会計及び特別会計の決算額は、次表のとおりである。

予 算 現 額 歳入決算額 収入率 歳出決算額 執行率 歳 入 歳 出

年 度 区 分 差 引 額
― ―

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計

令和５年度

令和４年度

単位：千円,％

一 般 ・ 特 別 会 計 総 計 決 算 額 表

予算現額に対する収入率は ％ 前年度 ％ であり、執行率は

％ 前年度 ％ となっている。

また､ 歳入歳出差引額 形式収支 において 億 万 千円の黒字

前年度 億 万 千円の黒字 となっている。
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各会計決算額を前年度と比較すると、次表のとおりである。

歳　　入 歳　　出 歳　　入 歳　　出 歳　入 歳　出

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計

介 護 保 険

特 別 会 計

後期高齢者医療

特 別 会 計

公共用地先行取得事業

特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金

貸 付 金 特 別 会 計

各 会 計 決 算 額 の 前 年 度 比 較 表

単位:千円，％

合　　　　　　計

令和４年度 前年度比令和５年度
区　　　　　分

一　般　会　計

特　別　会　計

－ －

一般会計では、歳入が 億 万 千円 ％ 、歳出が 億 万

千円 ％ の増加、特別会計では、歳入が 億 万円 ％ 、歳出

が 億 万 千円 ％ の増加となっており、全会計の歳入合計では

億 万 千円 ％ 、歳出合計では 億 万 千円 ％ の

増加となっている。

なお、会計相互間での繰入金・繰出金を除いた決算額については、一般

会計から特別会計への繰出金が 億 万 千円で、特別会計から一般会

計への繰出金はなかったことから、

歳 入 億 万 千円 前年度 億 万 千円

歳 出 億 万 千円 前年度 億 万 千円

となる。
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⑵ 決算収支

各会計の実質収支額を前年度と比較すると、次表のとおりである。

歳入歳出 単 年 度 歳入歳出

差 引 額 収 支 額 差 引 額

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計

介 護 保 険

特 別 会 計

後期高齢者医療

特 別 会 計

公共用地先行取得事業

特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金

貸 付 金 特 別 会 計

△ 285,924合　　　　　　計

△ 356

△ 213,666

実質収支額

△ 133,628

実質収支額
翌年度へ繰り
越すべき財源

一　般　会　計

特　別　会　計 △ 343,995

実　質　収　支　の　前　年　度　比　較　表

             単位:千円

区　　　　　分

令和５年度 令和４年度

翌年度へ繰り
越すべき財源

一般会計及び特別会計における歳入歳出差引額は 億 万 千円の

黒字で、歳入総額の中には翌年度へ繰り越すべき財源 万 千円が含

まれており、歳入歳出差引額からこれを差し引いた実質収支額は 億

万円の黒字となっている。

なお、普通会計決算の推移は、別表第２ 末尾資料 に示すとおりで

ある。
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２ 一 般 会 計

当初予算額は 億円で、補正予算額 億 万 千円と継続費及び

繰越事業費繰越額 億 万 千円を加えた予算現額は 億 万

千円となり、当初予算額に対する増加率は ％である。

この予算現額に対する歳入歳出決算額は

歳 入 億 万 千円 収入率 ％

歳 出 億 万 千円 執行率 ％

歳入歳出差引額は 億 万 千円の黒字となっている。また、翌年度

へ繰り越すべき財源 万 千円を差し引いた実質収支額は 億

万 千円の黒字となり、単年度収支額 実質収支額－前年度実質収支額 は

万 千円の黒字となっている。実質単年度収支額は 万 千円の

黒字である。

｜　13　｜



実質収支、単年度収支及び実質単年度収支の５年間の推移は、次表のとお

りである。

単位：千円

歳 入 総 額

指  数

歳 出 総 額

指  数

形 式 収 支 額

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

実 質 収 支 額

指  数

単 年 度 収 支 額

指  数

財政調整基金積立金

地方債繰上償還金

財政調整基金取崩額

実質単年度収支額

指  数 △ 12.3

令和５年度区  　   分

実  質  収  支  の  ５  年  間  推  移  表

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

△ 150,118 △ 578,162

△ 73.6 △ 283.4

△ 388,415
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⑴ 歳 入

予算の執行状況は、次表のとおりである。

収入率

B／A

令和５年度

令和４年度

△ 7,633,596

△ 10,803,863

  歳　入　予　算　執　行　状　況　表

増減  B－A

区  　    分
予 算 現 額 収 入 済 額

　　　　　単位：千円,％

予算現額に対する

収入済額 億 万 千円は、前年度に比べ 億 万 千円

％ の増加となり、予算現額 億 万 千円に対する収入率は

％で前年度 ％に比べ ポイント上昇している。

次に、収入済額を科目 款 別でみると、次表のとおりである。
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区　　分　

科　目（款） 金　　　額 調定比

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

諸 収 入

市 債

繰 越 金

合 計

歳 入 科 目 （款） 別 収 入 状 況 表

単位：千円，％

収入未済額予 算 現 額 調　定　額
収 入 済 額

不納欠損額
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この収入済額を前年度と比較してみると、次表のとおりである。

年　　度　

科　目（款）

市 税 △ 10,326

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △ 1,853

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金 △ 83,894

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 △ 15,369

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金 △ 2,023

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 69,630

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 108,817

国 庫 支 出 金 △ 3,932,719

府 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金 △ 68,847

諸 収 入 △ 839,859

市 債

繰 越 金 △ 8,586

合 計

歳 　入　 科 　目 　（款）　 別 　比　 較 　表

前年度比

単位：千円，％

令和５年度 令和４年度 増  減
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主な増減をみると、国庫支出金で 億 万 千円 ％ 、諸収入

で 億 万 千円 ％ などの減少があったものの、市債で 億

万円 ％ 、地方交付税で 億 万 千円 ％ 、府支出

金で 億 万 千円 ％ などの増加があった。

この決算額を財源別に分類し、前年度と比較してみると、次表のとおり

である。
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年　　度　

 科　目（款） 収入済額 構成比 収入済額 構成比

市 税 △ 10,326

自 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 69,630

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 108,817

主 財 産 収 入

寄 附 金

財 繰 入 金 △ 68,847

諸 収 入 △ 839,859

源 繰 越 金 △ 8,586

小 計 △ 1,039,426

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △ 1,853

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

依 法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金 △ 83,894

存 自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

財 地 方 特 例 交 付 金 △ 15,369

地 方 交 付 税

源 交通安全対策特別交付金 △ 2,023

国 庫 支 出 金 △ 3,932,719

府 支 出 金

市 債

小 計

合 計

財 　源 　別 　構 　成 　比 　較 　表

令和５年度 令和４年度

単位：千円，％

増  減 前年度比
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自主財源と依存財源を前年度と比較してみると、自主財源は 億

万 千円 ％ の減少、依存財源は 億 万 千円 ％ の増加と

なっている。

また、構成比では、国庫支出金で都市再生整備計画事業費補助金 教育費

及び電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業費補助金がなくな

ったものの、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などがあったため

％と最も大きく、市税 ％、地方交付税 ％、市債 ％、府支

出金 ％、地方消費税交付金 ％、繰入金 ％などとなっている。

なお、自主財源と依存財源の５年間の推移についてみると、次表のとお

りである。

  区           分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

  自 収 入 済 額

  主 構 成 比

  財 前 年 度 比

  源 指 数

  依 収 入 済 額

  存 構 成 比

  財 前 年 度 比

  源 指 数

  合
収 入 済 額

構 成 比

前 年 度 比

  計
指 数

 自 主 財 源 と 依 存 財 源 の ５ 年 間 推 移 表

     　　  単位:千円，％

「注」　令和２年度、令和３年度及び令和４年度は新型コロナウイルス感染症(ＣＯＶＩＤ－19)の影
　　　　響を受けている点に留意する必要がある。

次に、款別に順次述べることとする。
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ア 市 税

市税について、税目別に前年度と比較してみると、次表のとおりであ

る。

収入済額  収入済額 増  減

A‐B

△ 85,072

個　　　　　　人 △ 131,060

法　　　　　　人

△ 561

△ 6,737

△ 10,326

税  目  別  前  年  度  比  較  表

     単位:千円，％

令和５年度 令和４年度

区　　　分
構成比

前年度
比

構成比
前年度
比

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

合 計

歳入に占める割合

増減の主な内容は、家屋の新築や新築住宅に係る減額措置適用期間の

終了などによる固定資産税及び都市計画税の増加、納税義務者及び企業

収益の増による法人市民税の増加、個人市民税の課税額の減少などであ

る。

市税総額に占める割合は、市民税の比率が最も高く ％、次いで固

定資産税 ％、都市計画税 ％となっている。

なお、人口１人当たり市税収入額は 万 円で前年度 万

円に比べ 円 ％ の増加となっている。
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次に、徴収状況などの５年間の推移及び現年課税分と滞納繰越分につ

いて、前年度と比較してみると、次表のとおりである。

不 納

指数 指数 欠 損 額 指数 指数

調  定  額  収 入 済 額 
収入済額の

徴収率 収入未済額
前年度増減

年

度

元

３

△ 147,226

△ 79,435

５ △ 10,326

      単位：千円，％

徴 収 状 況 ５ 年 間 推 移 表

４

２

年

度

令
和

△ 40,340

５

年
度   合      計

令
和

４

年
度   合      計

滞 納 繰 越 分

欠 損 額

合 計

比  較

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

収 入 済 額 徴収率
収 入 未 済 額

前年度

徴 収 状 況 前 年 度 比 較 表

    単位:千円，％

現 年 課 税 分

区      分 調　定　額

合 計

不    納

市税全体の調定額は前年度に比べ 万 千円 ％ の増加、収入

済額は 万 千円 ％ の減少となっており、歳入決算額に占める

市税の割合は ％ 前年度 ％ である。

また、不納欠損額は 万 千円 ％ の増加、収入未済額は

万 千円 ％ の増加となっている。徴収率は ％ 前年度 ％

で、 ポイント低下している。
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次に、不納欠損額の税目別・理由別内訳は、次表のとおりである。

理　　由　　

　税　　目 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

市民税（個人）

市民税（法人）

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

都 市 計 画 税

合 計

「注」　1 地方税法第15条の７第４項は、滞納処分の執行停止が３年間継続した分である。

　　　　  また、同条第５項は、滞納処分の執行を停止し、直ちに納付納入義務を消滅させ

　　　　  た分である。

　　　　2 同法第18条第１項は、徴収権の時効消滅分である。

　　　　3 都市計画税は、固定資産税と同時に徴収されるため、合計件数に含まれていない。

不納欠損額の税目別・理由別内訳表

地方税法第15条の７ 地方税法
第18条第１項

合　　計
第４項 第５項

単位：千円

イ 地方譲与税

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に比べ

万 千円 ％ の増加となっており、歳入決算額に占める割合は

％ 前年度 ％ である。

増加の主な理由は、自動車の保有台数の増加などにより自動車重量譲

与税の譲与額が増加したことなどによるものである。

この地方譲与税は、地方揮発油税 国税 収入額の 分の の額及び

自動車重量税 国税 収入額の 分の の額をそれぞれ市町村で管

理する道路の延長及び面積で按分した額並びに森林環境税 国税 収入額

に相当する額の 分の の額を私有林人工林面積、林業就業者数及び

人口で按分した額が、国から市に譲与されたものである。
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ウ 利子割交付金

収入済額 万 千円は、前年度 万 千円 に比べ 万

千円 ％ の減少となっている。

減少の主な理由は、金融機関等の預貯金の利子や社債などの利子が低

調であったことなどによるものである。

この利子割交付金は、金融機関等から利子等の支払を受ける際に課税

される利子割 府税 収入額の ％の５分の３を市町村分とし、過去３か

年の個人府民税平均収入額で按分した額が、府から市に交付されたもの

である。

エ 配当割交付金

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万円 に比べ

万 千円 ％ の増加となっており、歳入決算額に占める割合は ％

前年度 ％ である。

増加の主な理由は、投資信託や株式配当が高調であったことなどによ

るものである。

この配当割交付金は、上場株式等の配当等に係る配当割 府税 収入額

の ％の５分の３を市町村分とし、過去３か年の個人府民税平均収入額

で按分した額が、府から市に交付されたものである。

オ 株式等譲渡所得割交付金

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に比べ

億 万 千円 ％ の増加となっており、歳入決算額に占める割

合は ％ 前年度 ％ である。

増加の主な理由は、株式等の売買による譲渡所得が増加したことなど

によるものである。

この株式等譲渡所得割交付金は、株式等の譲渡によって発生した株式

等譲渡所得割 府税 収入額の ％の５分の３を市町村分とし、過去３か

年の個人府民税平均収入額で按分した額が、府から市に交付されたもの

である。
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カ 法人事業税交付金

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に比べ

万 千円 ％ の増加となっており、歳入決算額に占める割合

は ％ 前年度 ％ である。

増加の主な理由は、交付基準額の算定方法の変更に伴う経過措置によ

るものである。

この法人事業税交付金は、令和２年度以降、税制改正により導入され

た法人事業税 府税 収入額 標準税率分 の 分の の額を従業者数

で按分した額が、府から市に交付されたものである。

キ 地方消費税交付金

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に比

べ 万 千円 ％ の減少となっており、歳入決算額に占める割合

は ％ 前年度 ％ である。

減少の主な理由は、地方消費税の税収が減少したことなどによるもの

である。

この地方消費税交付金は、都道府県間で清算された後の地方消費税 府

税 収入額のうち２分の１を市町村分とし、その２分の１を国勢調査人口

で、他の２分の１を経済センサスの従業者数で按分した額 税率引上分に

ついては、全額を国勢調査人口で按分した額 が、府から市に交付された

ものである。

ク 自動車取得税交付金

収入済額 万 千円は、前年度 万 千円 に比べ 万 千円

％ の増加となっている。

増加の理由は、令和元年 月１日以降、税制改正により自動車取得税

は廃止されているが、当年度は、遡って自動車取得税が賦課徴収された

事案があったことから、自動車取得税交付金が交付されたものである。

この自動車取得税交付金は、自動車取得税 府税 収入額の ％の

分の７を市町村で管理する道路の延長及び面積で按分した額が、府から
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市に交付されるものである。

ケ 環境性能割交付金

収入済額 万 千円は、前年度 万 千円 に比べ 万

千円 ％ の増加となっており、歳入決算額に占める割合は ％ 前

年度 ％ である。

増加の主な理由は、自動車税環境性能割 府税 収入額が増加したこと

などによるものである。

この環境性能割交付金は、自動車税環境性能割 府税 収入額の ％の

分の を市町村で管理する道路の延長及び面積で按分した額が、府

から市に交付されたものである。

コ 地方特例交付金

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に比べ

万 千円 ％ の減少となっており、歳入決算額に占める割合は ％

前年度 ％ である。

減少の主な理由は、住宅借入金等特別税額控除減収補填特例交付金が

減少したことなどによるものである。

この地方特例交付金は、住宅借入金等特別税額控除による個人市民税

の減収分を補填するための減収補填特例交付金及び生産性革命の実現に

向けた固定資産税の特例措置の拡充による減収分を補填するための減収

補填特別交付金である。

サ 地方交付税

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に

比べ 億 万 千円 ％ の増加となっており、歳入決算額に占

める割合は ％ 前年度 ％ である。
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次に、５年間の収入状況の推移は、次表のとおりである。

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

前 年 度

比 較 増 減割 合

△ 320,807

収　入　済　額

普通交付税 特別交付税

地 方 交 付 税 の ５ 年 間 推 移 表
     単位:千円,％

区   分 前年度比 指  数

歳入決算額

に占める

この地方交付税 普通交付税・特別交付税 のうち、普通交付税につい

ては、基準財政収入額が基準財政需要額に不足する場合に交付されるも

のであって、当年度は 億 万 千円で、前年度 億 万

千円 に比べ 億 万 千円の増加となり、本市にとっては貴重

な財源であり依然として依存度の高いものとなっている。

次に、地方交付税の当初予算額と決算額を比較した５年間の推移は、

次表のとおりである。

単位:千円

区   分 当初予算額(A) 決算額(B) 比較 (B)-(A)

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

地方交付税の当初予算額と決算額比較５年間推移表
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当年度は、臨時経済対策費等に伴う再算定の結果、地方交付税が増額

されており、 億 万 千円の差が生じている。

不測の事態に対応するための財源保留であることは理解するが、差額

が多すぎることから今後の予算編成において検討されたい。

シ 交通安全対策特別交付金

収入済額 万 千円は、前年度 万 千円 に比べ 万

千円 ％ の減少となっている。

この交通安全対策特別交付金は、交通反則金を当該市町村における交

通事故発生件数等を基準に算定された額が、国から市に交付されたもの

である。

ス 分担金及び負担金

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に比べ

万円 ％ の減少となっており、歳入決算額に占める割合は

％ 前年度 ％ である。

この収入済額の主な増減額を節別でみると、次表のとおりである。

区           分

下 水 道 施 設 管 理

運 営 費 負 担 金

留 守 家 庭 児 童 会

保 育 料

公 営 企 業 会 計

退 職 手 当 負 担 金

公 営 企 業 会 計

給 与 等 負 担 金

△ 31,491

児 童 福 祉 費 負 担 金 △ 59,409

分 担 金 及 び 負 担 金 の 主 な 節 別 増 減 表

前年度比増  減令和４年度令和５年度

単位:千円,％

－ △ 2,825    皆  減
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増減の主な内容は、下水道施設管理運営費負担金の大幅な増加、留守

家庭児童会保育料の増加、民間保育所の認定こども園への移行や第二子

以降の保育料が無償化されたことによる児童福祉費負担金の減少、定年

引上げに伴う退職者数の減による公営企業会計退職手当負担金の減少、

公営企業会計給与等負担金の皆減などである。

なお、過去３か年の収納状況の推移は、次表のとおりである。

前 年 度
比較増減

令和３年度 △ 956

令和４年度 △ 7,152

令和５年度 △ 1,911

収 納 状 況 ３ か 年 推 移 表

区     分

単位:千円,％

収 入 未 済 額不　　納

欠 損 額
収 入 済 額調　定　額 収 納 率

不納欠損額は 万 千円で、全額民間保育所の保育料である児童福

祉費負担金で、時効による債権の消滅等によるものである。前年度

万 千円 に比べ 万 千円 ％ の減少となっている。

収入未済額は 万 千円で、その内訳は児童福祉費負担金

万 千円 前年度 万 千円 、留守家庭児童会保育料 万 千円 前

年度 万 千円 、老人福祉費負担金 万 千円 前年度 万 千

円 、未熟児養育医療費負担金 千円 前年度 千円 である。前年度

万円 に比べ 万 千円 ％ の減少となっている。

セ 使用料及び手数料

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万円 に比べ 億

万 千円 ％ の減少となっており、歳入決算額に占める割合は ％

前年度 ％ である。
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この収入済額の主な増減額を節別でみると、次表のとおりである。

区           分

保 育 所 保 育 料 △ 8,881

墓 地 管 理 料 － △ 12,920   皆　減

墓 地 使 用 料

前年度比

使 用 料 及 び 手 数 料 の 主 な 節 別 増 減 表

納 骨 堂 使 用 料

単位:千円,％

令和５年度 令和４年度 増  減

道 路 使 用 料

斎 場 使 用 料 △ 30,683

  皆　減△ 64,600－

増減の主な内容は、道路使用料の増加、納骨堂使用料の増加、当年度

は寝屋川市公園墓地の永代使用の募集を行わなかったことによる墓地使

用料及び墓地管理料の皆減、斎場改修工事に伴う火葬受付の制限による

斎場使用料の減少、第二子以降の保育料を無償化したことによる保育所

保育料の減少などである。

なお、過去３か年の収納状況の推移は、次表のとおりである。

前 年 度
比較増減

令和３年度

令和４年度

令和５年度 △ 626

単位:千円,％

収 納 状 況 ３ か 年 推 移 表

収 入 未 済 額
調　定　額

不　　納

欠 損 額
区    分 収 入 済 額 収 納 率

不納欠損額は 万 千円で、その内訳はし尿処理手数料 万 千円、

保育所保育料 万 千円で、時効による債権の消滅等によるものである。

前年度 万 千円 に比べ 万 千円 ％ の増加となっている。
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収入未済額は 万 千円で、その内訳は住宅使用料 万円 前

年度 万円 ､保育所保育料 万 千円 前年度 万 千円 、

し尿処理手数料 万 千円 前年度 万 千円 である。前年度

万 千円 に比べ 万 千円 ％ の減少となっている。

ソ 国庫支出金

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に

比べ 億 万 千円 ％ の減少となっており、歳入決算額に占

める割合は ％ 前年度 ％ である。

この収入済額の主な増減額を節別でみると、次表のとおりである。

　

  円(57.1％)の増加となっており歳入決算額に占める割合は3.0％(前年度1.9％)区           分

物価高騰対応重点支援

地 方 創 生 臨 時 交 付 金

都 市 再 生 整 備 計 画

事 業 費 補 助 金

（ 教 育 費 ）

電力・ガス・食料品等

価 格 高 騰 緊 急 支 援

給 付 金 事 業 費 補 助 金

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

ワ ク チ ン 接 種 体 制

確 保 事 業 費 補 助 金

住 民 税 非 課 税 世 帯 等

臨 時 特 別 給 付 金

事 業 費 補 助 金

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

感 染 症 対 応

地 方 創 生 臨 時 交 付 金

感 染 症 発 生 動 向 調 査

事 業 費 負 担 金

（ 衛 生 費 ）

△ 504,219

△ 864,689

－ △ 932,400   皆　減

△ 1,204,047

－ △ 1,672,900   皆　減

－ △ 2,008,819   皆　減

             単位:千円,％

令和５年度 令和４年度 増  減 前年度比

－   皆　増

国 庫 支 出 金 の 主 な 節 別 増 減 表
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増減の主な内容は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の皆増、

都市再生整備計画事業費補助金 教育費 の皆減、電力・ガス・食料品等

価格高騰緊急支援給付金事業費補助金の皆減、新型コロナウイルスワク

チン接種体制確保事業費補助金の減少、住民税非課税世帯等臨時特別給

付金事業費補助金の皆減、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金の減少、感染症発生動向調査事業費負担金 衛生費 の減少などで

ある。

タ 府支出金

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に比

べ 億 万 千円 ％ の増加となっており、歳入決算額に占める

割合は ％ 前年度 ％ である。

この収入済額の主な増減額を節別でみると、次表のとおりである。

　

  円(57.1％)の増加となっており歳入決算額に占める割合は3.0％(前年度1.9％)区          分

安 心 こ ど も 基 金

特別対策事業費補助金

（ 民 生 費 ）

障 害 者 自 立 支 援

給 付 費 負 担 金

密 集 住 宅 市 街 地 整 備
促 進 事 業 費 補 助 金

介 護 施 設 等 整 備

事 業 費 補 助 金

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

感 染 症 対 策 支 援

事 業 費 補 助 金

府 支 出 金 の 主 な 節 別 増 減 表
単位:千円,％

令和５年度 令和４年度 増  減 前年度比

保 険 基 盤 安 定 負 担 金

△ 160,147

増減の主な内容は、安心こども基金特別対策事業費補助金 民生費 の

増加、障害者自立支援給付費負担金の増加、密集住宅市街地整備促進事
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業費補助金の増加、保険基盤安定負担金の増加、介護施設等整備事業費

補助金の増加、新型コロナウイルス感染症対策支援事業費補助金の減少

などである。

チ 諸 収 入

収入済額 億 万 千円は、前年度 億 万 千円 に比

べ 億 万 千円 ％ の減少となっており、歳入決算額に占め

る割合は ％ 前年度 ％ である。

この収入済額の主な増減額を節別でみると、次表のとおりである。

　

  円(57.1％)の増加となっており歳入決算額に占める割合は3.0％(前年度1.9％)区           分

収 入 印 紙 売 捌 き 収 入

電 力 売 払 収 入

諸 収 入 の 主 な 節 別 増 減 表

            単位:千円,％

令和５年度 令和４年度 増  減 前年度比

貸 付 金 元 金 収 入

競 艇 事 業 収 入

受 託 事 業 収 入 △ 1,055,198

診 療 所 診 療 収 入

スポーツ振興くじ助成金

増減の主な内容は、競艇事業収入の増加、旅券交付数の増加に伴う収

入印紙売捌き収入の増加、アドバンス寝屋川マネジメント株式会社貸付

金の返還等に伴う貸付金元金収入の増加、電力売払収入の増加、診療所

診療収入の増加、スポーツ振興くじ助成金の大幅な増加、京阪本線連続

立体交差事業に係る大阪府からの受託事業収入の減少などである。
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なお、過去３か年の収納状況の推移は、次表のとおりである。

前 年 度
比較増減

令和３年度 △ 61,800

令和４年度

令和５年度 △ 489,822

収 納 率

単位:千円,％

収 納 状 況 ３ か 年 推 移 表

収 入 済 額区    分
不　　納

欠 損 額
調　定　額

収 入 未 済 額

不納欠損額は 万 千円で、その内訳は生活保護法返還金

万 千円、滞納処分費 万 千円、雑入 万 千円、ひとり親医療助成

費返納金 千円、子ども医療助成費返納金 千円などで、時効による債

権の消滅等によるものである。前年度 万 千円 に比べ 万

千円 ％ の増加となっている。

収入未済額は 億 万 千円で、その内訳は生活保護法返還金

億 万 千円（前年度 億 万 千円）、雑入 万 千円（前

年度 万 千円）、児童扶養手当返納金 万 千円（前年度

万 千円）などであり、前年度 億 万 千円 に比べ 億 万

千円 ％ の減少となっている。なお、京阪本線連続立体交差事業

に係る事業用地の引渡しに係る受託事業収入について、前年度は 億

万 千円の収入未済が生じていたが、当年度は生じていない。

ツ 市 債

収入済額 億 万円は、前年度 億 万円 に比べ 億

万円 ％ の増加となっており、歳入決算額に占める割合は

％ 前年度 ％ である。

｜　34　｜



この収入済額の主な増減額を節別でみると、次表のとおりである。

　

  円(57.1％)の増加となっており歳入決算額に占める割合は3.0％(前年度1.9％)区           分

義 務 教 育 施 設

整 備 事 業 債

斎 場 施 設 等

整 備 事 業 債

保 育 所 施 設 等

整 備 事 業 債

街 路 事 業 債

市 債 の 主 な 節 別 増 減 表

単位:千円,％

令和５年度 令和４年度 増  減 前年度比

臨 時 財 政 対 策 債 △ 502,000

増減の主な内容は、小中一貫校施設整備に係る建設等工事に伴う義務

教育施設整備事業債の増加、斎場改修工事に伴う斎場施設等整備事業債

の増加、保育所大規模修繕に伴う保育所施設等整備事業債の増加、街路

事業債の増加、臨時財政対策債の減少などである。

なお、臨時財政対策債の発行可能額と決算額の５か年の状況は、次表

のとおりである。臨時財政対策債は地方交付税の振替であり、地方公共

団体の一般財源不足を補うため、地方財政法の規定に基づき特別に発行

が認められた地方債である。経常収支比率にも大きな影響を及ぼすこと

から、発行については一層精査に努められたい。

単位:千円

区   分 発行可能額(A) 決算額(B) 比較 (A)-(B)

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

臨時財政対策債発行可能額と決算額５か年比較表
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また、一般会計における市債収入が歳入決算額に占める割合の３年間

推移及び一般会計・特別会計の市債の状況は、別表第１ 末尾資料

のとおりである。

一般会計及び特別会計の市債残高は 億 万 千円で、前年度

億 万 千円 に比べ 億 万 千円 ％ の増加とな

り、市民１人当たりでは 万 円で前年度 万 円 に比べ

万 円 ％ の増加となっている。

テ そ の 他

その他の科目 財産収入、寄附金、繰入金、繰越金 の収入済額は

億 万 千円で、前年度 億 万 千円 に比べ 万 千

円 ％ の減少となっており、歳入決算額に占める割合は ％ 前年

度 ％ である。

この収入済額の主な増減額を節別でみると、次表のとおりである。

 　 収入済額 21億4,334万4千円は、前年度(13億6,390万8千円)に比し 7億7,943万6千区           分

く ら し ・ 笑 顔

創 生 基 金 繰 入 金

公 共 公 益 施 設

整 備 基 金 繰 入 金

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

△ 184,058

そ の 他 の 主 な 節 別 増 減 表

単位:千円,％

令和５年度 令和４年度 増  減 前年度比

福 祉 寄 附 金

減 債 基 金 繰 入 金 － △ 94,000    皆  減

増減の主な内容は、財政調整基金繰入金の増加、くらし・笑顔創生基

金繰入金の増加、福祉寄附金の増加、公共公益施設整備基金繰入金の減

少、減債基金繰入金の皆減などである。
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以上、歳入については、負担の公平性の観点から適切な債権管理によ

り未収金の早期回収を行うなど収入未済や不納欠損額が生じないよう努

めるとともに、より一層財源確保に向けた取組を進められたい。
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⑵ 歳 出

予算の執行状況は、次表のとおりである。

令和５年度

令和４年度

歳 出 予 算 執 行 状 況 表

 　　　単位:千円，％

区      分
 予 算 現 額 支 出 済 額

不 用 額
執行率

B／A
翌年度繰越額

支出済額 億 万 千円は、前年度に比べ 億 万 千円

％ の増加となり、予算現額 億 万 千円に対し執行率

％で、前年度 ％ に比べ ポイント上昇している。

翌年度繰越額は 億 万 千円で、その内訳は継続費逓次繰越額が

億 万 千円、繰越明許費繰越額が 億 万 千円である。

また、不用額は 億 万 千円で、主に民生費及び土木費などであ

り、予算現額に占める割合は ％で前年度 ％ に比べ ポイント低

下している。
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次に、支出済額を歳出科目 款 別にみると、次表のとおりである。

単位:千円,％

議 会 費 　

民 生 費 明許

衛 生 費 明許

産 業 経 済 費 　

土 木 費
逓次
明許

消 防 費 　

教 育 費 　

災 害 復 旧 費 　

公 債 費 　

諸 支 出 金 　

予 備 費

逓次
明許

合計

合 計

「注」　翌年度繰越額欄の「逓次」は継続費逓次繰越額、「明許」は繰越明許費繰越額である。

支　　出　　済　　額

翌 年 度 繰 越 額 不  用  額
金　　　額 構 成 比

    歳　出　科　目 （款） 別 支 出 状 況 表

執行率

明許

　　　　区分

科目(款)

総 務 費

予 算 現 額
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この支出済額を前年度と比較すると、次表のとおりである。

年　度

科目(款) 支出済額 構 成 比 支出済額 構 成 比

△ 234,016

△ 2,676,602

△ 266,092

△ 251,433

△ 66,782

－

△ 253,176

△ 1,614,847

－

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

      　　単位:千円,％

令和５年度 令和４年度
増　減 前年度比

議 会 費

    歳　出　科　目 （款） 別 比 較 表

合 計

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

産 業 経 済 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

支出済額の主な構成比をみると、民生費が ％と最も大きく、教育費

％、土木費 ％、総務費 ％、衛生費 ％となっている。また、

支出済額を前年度と比較すると、民生費で ％、教育費で ％、議会費

で ％それぞれ増加し、産業経済費で ％、衛生費で ％、諸支出

金で ％、公債費で ％、総務費で ％、土木費で ％、消防費で

％それぞれ減少となっている。
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支出済額を性質別に分類し前年度と比較すると、次表のとおりである。

構成比 構成比

(退職手当)

(その他)

(生活保護費)

(民間保育所等措置費)

(児童手当)

(児童扶養手当)

(障害福祉サービス費等)

(その他)

(元利償還金)

(一時借入金利子)

支出済額

公 債 費

△ 433,007

△ 383,811

支出済額

 性 質 別 経 費 の 前 年 度 比 較 表

単位:千円，％

区        分
令和５年度 令和４年度

増　減 前年度比

義
務
的
経
費

人 件 費

小　　　　　計

△ 272,229

△ 49,196

扶 助 費

△ 98,990

△ 13,852

△ 253,176

△ 253,360

△ 3,300,244

投
資
的
経
費

補 助 事 業 費

受 託 事 業 費

小　　　　　計

単 独 事 業 費

△ 1,017,574

積 立 金 △ 1,596,938

△ 1,725,230

△ 557,324そ
の
他
経
費

物 件 費

補 助 費 等

維 持 補 修 費

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金 △ 21,414

繰 出 金

小　　　　　計 △ 3,297,447

合        計
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支出済額を性質別に前年度と比較すると、その他経費で減少したものの、

義務的経費及び投資的経費でそれぞれ増加しており、支出済額全体で 億

万 千円 ％ の増加となっている。

義務的経費の支出済額は 億 万 千円で、前年度 億

万 千円 に比べ 億 万 千円 ％ の増加となっている。

これは、人件費の退職手当で 億 万 千円 ％ の減少、扶助

費の民間保育所等措置費で 億 万 千円 ％ の減少、扶助費の

その他で電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金及び住民税非課税

世帯等に対する臨時特別給付金の減などにより減少したものの、価格高騰

重点支援給付金の増などにより 億 万 千円 ％ 増加したこと

などによるものである。

また、構成比は ％で前年度 ％ に比べ ポイント上昇してい

る。

次に、投資的経費の支出済額は 億 万 千円で、前年度 億

万 千円 に比べ 億 万円 ％ の増加となっている。

これは、補助事業費で対馬江大利線整備事業の事業費の増があったもの

の、小中一貫校施設整備の事業費の減などにより 億 万 千円 ％

の減少、受託事業費で京阪本線連続立体交差事業及び府道枚方富田林泉佐

野線事業の事業費の減により 億 万 千円 ％ の減少、単独事

業費で親子給食調理場の施設整備の事業費の減があったものの、小中一貫

校施設整備の事業費の増などにより 億 万 千円 ％ 増加し

たことなどによるものである。

また、構成比は ％で前年度 ％ に比べ ポイント上昇してい

る。

次に、その他経費は物件費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及び

出資金・貸付金、繰出金で構成され、支出済額は 億 万 千円で、

前年度 億 万 千円 に比べ 億 万 千円 ％ の減少

となっている。

これは、繰出金で大阪府後期高齢者医療広域連合負担金の増などにより

億 万 千円 ％ の増加、物件費で新型コロナウイルスワクチン
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接種体制確保事業の事業費の減などにより 億 万円 ％ の減少、

積立金で公共公益施設整備基金の積立の減などにより 億 万 千円

％ 減少したことなどによるものである。

また、構成比は ％で前年度 ％ に比べ ポイント低下してい

る。

なお、各経費の５年間の推移は、次表のとおりである。

    性  質  別  経  費  ５  年  間  推  移  表

単位:千円,％

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

義 務 的 経 費

指 数

前 年 度 比

投 資 的 経 費

指 数

前 年 度 比

そ の 他 経 費

指 数

前 年 度 比

歳 出 総 額

指 数

前 年 度 比

区      分

「注」　令和２年度、令和３年度及び令和４年度は新型コロナウイルス感染症(ＣＯＶＩＤ－19)の
　　　　影響を受けている点に留意する必要がある。

次に、款別に順次述べることとする。

ア 議 会 費

支出済額 億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に対し執

行率 ％で、差し引いた不用額は 万 千円である。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万 千円 に比べ 万

千円 ％ の増加となっている。
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この支出済額を前年度と比較してみると、次表のとおりである。

区          分

議 会 費

合 計

議 会 費 の 項 別 増 減 表

令和５年度 令和４年度 増　減 前年度比

単位:千円，％

増加の主な内容は、各常任委員会及び議会運営委員会において管外視

察を実施したことによる旅費の増加などである。

イ 総 務 費

支出済額 億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に対

し執行率 ％で、翌年度繰越額を差し引いた不用額は 億 万

千円であり、その主な内容は、退職者数の変動等による退職手当の減、

水道管路の安全対策事業に係る出資金で対象工事の入札差金が生じたこ

とにより少なかったこと、光熱水費で庁舎に係る電気料金が見込みより

少なかったことなどである。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万 千円 に比べ 億

万 千円 ％ の減少となっている。
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この支出済額を項別に前年度と比較してみると、次表のとおりである。

区          分

総 務 管 理 費 △ 869,576

徴 税 費 △ 15,030

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 △ 19,438

選 挙 費

統 計 調 査 費

監 査 委 員 費

市 民 生 活 費

合 計 △ 234,016

総 務 費 の 項 別 増 減 表

令和５年度 令和４年度 増　減 前年度比

単位:千円，％

増減の主な内容は、市民生活費で斎場改修工事に伴う火葬受付の制限

による市外の火葬場使用料助成金の増加、斎場改修工事に係る工事請負

費の増加、総合センター解体に係る工事請負費の増加、総務管理費で上

下水道局が水道料金 基本料金 の免除を行ったことに対する負担金で、

免除期間が前年度の６か月間から２か月間に短縮されたことによる負担

金の減少、退職手当の減少、戸籍住民基本台帳費で戸籍管理システムに

係る使用料の減少などである。

なお、繰越明許費として、徴税費で基幹系情報システム改修業務の

万 千円、戸籍住民基本台帳費でコンビニ交付システム改修業務

の 万 千円、住民基本台帳システム改修業務の 万 千円及

び戸籍管理システム改修業務の 万 千円がそれぞれ翌年度に繰越し

された。

ウ 民 生 費

支出済額 億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に対

し執行率 ％で、翌年度繰越額を差し引いた不用額は 億 万
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千円であり、その主な内容は、扶助費で価格高騰重点支援給付金、児童

手当及び児童扶養手当、医療扶助費並びに障害者医療費公費負担額が見

込みより少なかったこと、負担金、補助及び交付金でサービス提供体制

確保事業、待機児童ＺＥＲＯプランＲ推進事業及び一時預かり事業に係

る補助金が見込みより少なかったこと並びに社会福祉施設等施設整備費

補助金が不執行となったこと、繰出金で国民健康保険特別会計及び介護

保険特別会計への繰出金が見込みより少なかったことなどである。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万 千円 に比べ

億 万 千円 ％ の増加となっている。

この支出済額を項別に前年度と比較してみると、次表のとおりである。

区          分

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

生 活 保 護 費

老 人 福 祉 費

災 害 救 助 費

国 民 年 金 費

国 民 健 康 保 険 費

合 計

民 生 費 の 項 別 増 減 表

            単位:千円，％

令和５年度 令和４年度 増　減 前年度比

増加の主な内容は、社会福祉費で電力・ガス・食料品等価格高騰緊急

支援給付金、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金及び新型コロ

ナウイルス感染症生活困窮者自立支援金に係る経費が減少したものの、

価格高騰重点支援給付金及び低所得者支援給付金に係る経費並びに障害
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福祉サービス費等の増加、児童福祉費で民間保育所等措置費が減少した

ものの、施設型給付費、あざみ保育所及びコスモス保育所大規模修繕に

係る経費並びに民間保育所等整備費補助金の増加、生活保護費で医療扶

助費及び国に対する償還金の増加、老人福祉費で大阪府後期高齢者医療

広域連合負担金、介護保険特別会計及び後期高齢者医療特別会計への繰

出金の増加などである。

なお、繰越明許費として、社会福祉費で低所得者支援給付金事業の

億 万 千円、価格高騰重点支援給付金事業の 万 千円がそ

れぞれ翌年度に繰越しされた。

エ 衛 生 費

支出済額 億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に対

し執行率 ％で、翌年度繰越額を差し引いた不用額は 億 万

千円であり、その主な内容は、委託料で各種予防接種の接種者数が見込

みより少なかったこと、新型コロナウイルス感染症 ＣＯＶ Ｄ－ の対

応で実施したＰＣＲ検査に係る検査件数が見込みより少なかったこと並

びに各種がん検診及び成人歯科健康診査の受診者数が見込みより少なか

ったこと、扶助費で新型コロナウイルス感染症 ＣＯＶ Ｄ－ に係る感

染症患者入院医療助成費及び感染症検査費等公費負担額が見込みより少

なかったこと並びに出産・子育て応援給付金が見込みより少なかったこ

となどである。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万 千円 に比べ

億 万 千円 ％ の減少となっている。
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この支出済額を項別に前年度と比較してみると、次表のとおりである。

 区           分

保 健 衛 生 費 △ 2,606,276

清 掃 費 △ 70,326

合 計 △ 2,676,602

衛 生 費 の 項 別 増 減 表

            単位:千円，％

令和５年度 令和４年度 増　減 前年度比

減少の主な内容は、保健衛生費で令和５年５月８日から新型コロナウ

イルス感染症 ＣＯＶ Ｄ－ の感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律上の位置付けが５類へ移行したことに伴い、新型コ

ロナウイルスワクチン接種体制確保事業及び新型コロナウイルスワクチ

ン接種事業に係る経費の減少、新型コロナウイルス感染症 ＣＯＶ Ｄ－

の対応で実施した濃厚接触者等健康観察支援及びＰＣＲ検査に係る

委託料の減少、新型コロナウイルス感染症 ＣＯＶ Ｄ－ に係る感染症

患者入院医療助成費及び感染症検査費等公費負担額の減少などである。

なお、繰越明許費として、保健衛生費で新型コロナウイルスワクチン

接種事業の 万 千円、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保

事業の 万 千円がそれぞれ翌年度に繰越しされた。

オ 産業経済費

支出済額 億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に対し

執行率 ％で、差し引いた不用額は 万 千円である。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万 千円 に比べ 億

万 千円 ％ の減少となっている。
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この支出済額を項別に前年度と比較してみると、次表のとおりである。

 区            分

農 業 費 △ 1,407

商 工 費 △ 264,685

合 計 △ 266,092

産 業 経 済 費 の 項 別 増 減 表

            単位:千円，％

令和５年度 令和４年度 増　減 前年度比

減少の主な内容は、商工費で小規模企業者物価高騰対策緊急支援事業

に係る経費が減少したことなどである。

カ 土 木 費

支出済額 億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に対

し執行率 ％で、翌年度繰越額を差し引いた不用額は 億 万

千円であり、その主な内容は、対馬江大利線整備事業に係る工事請負費、

負担金及び委託料並びに京阪本線連続立体交差事業に係る負担金、委託

料及び補償金が見込みより少なかったことなどである。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万円 に比べ 億

万 千円 ％ の減少となっている。
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この支出済額を項別に前年度と比較してみると、次表のとおりである。

 区            分

土 木 管 理 費

道 路 橋 梁 費 △ 28,295

下 水 道 費

都 市 計 画 費 △ 248,542

公 園 費

住 宅 費 △ 20,732

合 計 △ 251,433

土 木 費 の 項 別 増 減 表

            単位:千円，％

令和５年度 令和４年度 増　減 前年度比

増減の主な内容は、都市計画費で対馬江大利線整備事業に係る経費が

増加したものの、京阪本線連続立体交差事業に係る経費が減少したこと

などである。

なお、継続費逓次繰越として、都市計画費で対馬江大利線整備事業橋

梁２期工事の 億 万 千円、繰越明許費として、都市計画費で対

馬江大利線整備事業の 万 千円がそれぞれ翌年度に繰越しされた。

キ 消 防 費

支出済額 億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に対

し執行率 ％で、差し引いた不用額は 万 千円である。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万 千円 に比べ

万 千円 ％ の減少となっている。
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この支出済額を前年度と比較してみると、次表のとおりである。

 区            分

消 防 費 △ 66,782

合 計 △ 66,782

消 防 費 の 項 別 増 減 表

            単位:千円，％

令和５年度 令和４年度 増　減 前年度比

減少の主な内容は、枚方寝屋川消防組合に係る負担金の減少などであ

る。

ク 教 育 費

支出済額 億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に

対し執行率 ％で、差し引いた不用額は 億 万 千円であり、

その主な内容は、光熱水費で小中学校に係る電気料金及びガス料金が見

込みより少なかったこと、工事請負費で小中一貫校施設整備に係る外構

等工事及び屋内運動場改修工事 木屋小学校、石津小学校 に係る入札差

金、委託料で中学校給食調理業務に係る契約の差金、外国人英語講師派

遣事業及び小中一貫校開校に伴う備品等移設業務に係る入札差金並びに

放課後子供教室推進事業の実施回数が見込みより少なかったこと、扶助

費で子育て支援施設等利用給付費、私立幼稚園副食費補足給付費及び就

学奨励給与金が見込みより少なかったことなどである。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万 千円 に比べ 億

万 千円 ％ の増加となっている。
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この支出済額を項別に前年度と比較してみると、次表のとおりである。

 区            分

教 育 総 務 費

小 学 校 費 △ 675,341

中 学 校 費 △ 29,827

幼 稚 園 費 △ 85,323

社 会 教 育 費

社 会 体 育 費

合 計

教 育 費 の 項 別 増 減 表 

            単位:千円，％

令和５年度 令和４年度  増　減 前年度比

増減の主な内容は、小学校費で給食費無償化及び食材費緊急支援に係

る経費が増加したものの、親子給食調理場の施設整備に係る経費並びに

ガス空調改修事業及び代替給食調理業務に係る委託料の減少、教育総務

費で小中一貫校施設整備に係る経費の増加などである。

ケ そ の 他

その他の科目 災害復旧費、公債費、諸支出金、予備費 の支出済額

億 万 千円は、予算現額 億 万 千円に対し執行率 ％

で、差し引いた不用額は 億 万円である。

当年度支出済額は、前年度支出済額 億 万 千円 に比べ

億 万 千円 ％ の減少となっている。
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この支出済額を項別に前年度と比較してみると、次表のとおりである。

 区            分

公 共 施 設 災 害 復 旧 費 －

公 債 費 △ 253,176

基 金 費 △ 1,614,847

特 別 会 計 費 －

予 備 費 －

合 計 △ 1,868,023

そ の 他 の 項 別 増 減 表

            単位:千円，％

令和５年度 令和４年度  増　減 前年度比

減少の主な内容は、基金費で公共公益施設整備基金積立金及び減債基

金積立金の減少、公債費で緊急防災・減災事業債及び義務教育施設整備

事業債の元利償還金の減少などである。

支出済額を款別、節別に分類してみると、別表第５ 末尾資料

に示すとおりである。
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３ 特 別 会 計

５特別会計の決算額についてみると、次表のとおりである。

歳入歳出 翌年度 実    質

 収入済額 収入率 支出済額 執行率 差 引 額 繰越額 収 支 額

国 民 健 康 保 険 △ 213,666

特 別 会 計 （ 　 　 　

介 護 保 険 △ 133,628

特 別 会 計 （ 　 　 　

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計 （ 　 　 　

公共用地先行取得

事 業 特 別 会 計 　

母子父子寡婦福祉 △ 356

資金貸付金特別会計 （ 　 　 　

△ 343,995

（ 　 　

 「注」歳入の(  )内は、一般会計からの繰入金(内数)である。

単位:千円，％

予算現額
歳        入  歳        出

単 年 度

収 支 額

合  計

区        分

特 　 別  　会  　計  　総  　括 　 表

⑴ 国民健康保険特別会計

実質収支額は 億 万 千円の黒字で、前年度 億 万 千円の

黒字 に比べ 億 万 千円の減少となっている。

歳入歳出決算額を款別に前年度と比較してみると、次表のとおりであり、

歳入で 億 万 千円 ％ の減少、歳出で 億 万 千円 ％

の減少となっている。
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収入済額 構成比 収入済額 構成比

国 民 健 康 保 険 料 △ 214,969

一 部 負 担 金 －

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,830

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 716

府 支 出 金 △ 550,472

財 産 収 入 △ 10

繰 入 金

諸 収 入 △ 4,530

繰 越 金 △ 155,677

合 計 △ 711,563

支出済額 構成比 支出済額 構成比

総 務 費

保 険 給 付 費 △ 459,802

国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

共 同 事 業 拠 出 金 　　　－

保 健 事 業 費 △ 8,205

公 債 費 皆 増

諸 支 出 金 △ 153,828

予 備 費 　　　－

合 計 △ 497,897

款　別  の  前  年  度  比  較  表

  (歳  入)

  (歳  出)

      単位:千円，％

令和５年度 令和４年度
増減 前年度比区          分

款　別  の  前  年  度  比  較  表

      単位:千円，％

区          分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比
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３年間の保険料収納状況についてみると、次表のとおりである。

令和３年度 令和４年度 令和５年度

現 調 定 額

年 収 入 済 額

度 収 入 未 済 額

分 収 納 率

滞 調 定 額

納 収 入 済 額

繰 不 納 欠 損 額

越 収 入 未 済 額

分 収 納 率

調 定 額

合 収 入 済 額

不 納 欠 損 額

計 収 入 未 済 額

収 納 率

単位:千円，％

区           分

保  険  料  収  納  状  況  の  ３  年  間  推  移  表

主な増減をみると、歳入では、繰入金で 億 万 千円 ％ 増加

しているが、府支出金で 億 万 千円 ％ 、国民健康保険料で

億 万 千円 ％ 、繰越金で 億 万 千円 ％ それぞれ

減少となっている。

歳出では、国民健康保険事業費納付金で 億 万 千円 ％ 、総務

費で 万 千円 ％ それぞれ増加しているが、保険給付費で 億

万 千円 ％ 、諸支出金で 億 万 千円 ％ それぞれ

減少となっている。

保険料の収納率については、現年度分で ％と前年度 ％ に比べ

ポイント上昇したものの、滞納繰越分で ％と前年度 ％ に比

べ ポイント低下し、合計では ％で前年度 ％ に比べ ポイ

ント低下している。
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また、不納欠損額は 億 万 千円で、前年度 億 万 千円

に比べ 万 千円 ％ 増加し、収入未済額は 億 万 千円

で、前年度 億 万 千円 に比べ 万円 ％ の減少となっ

ている。

事業についてみると、医療費データの分析等により策定した第２期国民

健康保険保健事業実施計画 データヘルス計画 平成 年度～令和５年

度 に基づき、特定健診・特定保健指導等を通じた生活習慣病の発症や重症

化の予防により被保険者の健康の保持増進を図るとともに、ジェネリック

医薬品普及事業やレセプト点検等による医療費の適正化に努めている。国

民健康保険料の納付については、クレジット収納及びキャッシュレス決済

サービスを活用し、納付環境を充実することで更なる利便性の向上を図っ

ている。また、滞納者へは電話催告による納付勧奨や滞納処分の強化を図

るとともに、委託による訪問催告業務を実施し、納付勧奨の強化などの対

策を講じている。

引き続き、負担の公平性の観点から適切な債権管理により未収金の早期

回収を図り、収納率の向上に努められたい。

支出済額を款別、節別に分類してみると、別表第６ 末尾資料

に示すとおりである。

⑵ 介護保険特別会計

実質収支額は 万 千円の黒字で、前年度 億 万 千円の黒

字 に比べ 億 万 千円の減少となっている。

歳入歳出決算額を款別に前年度と比較してみると、次表のとおりであり、

歳入で 億 万 千円 ％ の増加、歳出で 億 万 千円

％ の増加となっている。
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収入済額 構成比 収入済額 構成比

介 護 保 険 料 △ 52,531

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

府 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入 △ 37,760

繰 越 金

合 計

支出済額 構成比 支出済額 構成比

総 務 費

保 険 給 付 費

地 域 支 援 事 業 費 △ 22,644

サ ー ビ ス 事 業 費 － － △ 131 皆 減

公 債 費 皆 増

諸 支 出 金

予 備 費 　　　－

合 計

款　別  の  前  年  度  比  較  表

  (歳  入)

  (歳  出)

      単位:千円，％

区 分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比

款　別  の  前  年  度  比  較  表

      単位:千円，％

区 分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比
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３年間の保険料収納状況についてみると、次表のとおりである。

単位:千円，％

令和３年度 令和４年度 令和５年度

現 調 定 額

年 収 入 済 額

度 収 入 未 済 額

分 収 納 率

滞 調 定 額

納 収 入 済 額

繰 不 納 欠 損 額

越 収 入 未 済 額

分 収 納 率

調 定 額

合 収 入 済 額

不 納 欠 損 額

計 収 入 未 済 額

収 納 率

区               分

保  険  料  収  納  状  況  の  ３  年  間  推  移  表

主な増減をみると、歳入では、介護保険料で 万 千円 ％ 、諸

収入で 万円 ％ それぞれ減少しているが、繰入金で 億 万

千円 ％ 、支払基金交付金で 億 万 千円 ％ 、国庫支出金

で 億 万 千円 ％ 、府支出金で 億 万 千円 ％ 、

繰越金で 万 千円 ％ それぞれ増加となっている。

歳出では、地域支援事業費で 万 千円 ％ 減少しているが、保

険給付費で 億 万 千円 ％ 、諸支出金で 億 万 千円

％ 、総務費で 万 千円 ％ それぞれ増加となっている。

保険料の収納率については、現年度分は ％と前年度 ％ に比べ

ポイント、滞納繰越分で ％と前年度 ％ に比べ ポイント

それぞれ上昇し、合計で ％と前年度 ％ に比べ ポイント上昇

している。
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また、不納欠損額は 万円で、前年度 万 千円 に比べ

万 千円 ％ 、収入未済額は 億 万 千円で、前年度 億

万 千円 に比べ 万 千円 ％ それぞれ減少となっている。

事業についてみると、介護保険の利用者が必要とするサービスを事業者

が適切に提供できるよう、ケアプラン点検等を実施し、介護給付費の適正

化に努めている。

介護保険料の納付については、従来からペイジー口座振替受付サービス

を活用した口座振替申請手続の簡素化を図るなど、利便性の向上に努め、

また、滞納者へは委託による訪問催告業務を実施し、納付勧奨の強化など

の対策を講じることで収納率の向上に努めている。

引き続き、負担の公平性の観点から適切な債権管理により未収金の早期

回収を図り、収納率の向上に努められたい。

支出済額を款別、節別に分類してみると、別表第７ 末尾資料

に示すとおりである。

⑶ 後期高齢者医療特別会計

実質収支額は 億 万 千円の黒字で、前年度 億 万 千円

の黒字 に比べ 万 千円の増加となっている。

歳入歳出決算額を款別に前年度と比較してみると、次表のとおりであり、

歳入で 億 万 千円 ％ の増加、歳出で 億 万 千円 ％

の増加となっている。
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収入済額 構成比 収入済額 構成比

後 期 高 齢 者 医 療
保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

諸 収 入 △ 11,089

繰 越 金

国 庫 支 出 金 －      － △ 1,152 皆 減

合 計

支出済額 構成比 支出済額 構成比

総 務 費

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

保 健 事 業 費

諸 支 出 金

予 備 費 －

合 計

      単位:千円，％

区 分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比

  (歳  入)

  (歳  出)

款　別  の  前  年  度  比  較  表

款　別  の  前  年  度  比  較  表

      単位:千円，％

区 分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比
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３年間の保険料収納状況についてみると、次表のとおりである。

   単位:千円，％

令和３年度 令和４年度 令和５年度

現 調 定 額

年 収 入 済 額

度 収 入 未 済 額

分 収 納 率

滞 調 定 額

納 収 入 済 額

繰 不 納 欠 損 額

越 収 入 未 済 額

分 収 納 率

調 定 額

合 収 入 済 額

不 納 欠 損 額

計 収 入 未 済 額

収 納 率

区               分

保  険  料  収  納  状  況  の  ３  年  間  推  移  表

主な増減をみると、歳入では、諸収入で 万 千円 ％ 、国庫

支出金で 万 千円 皆減 それぞれ減少しているが、後期高齢者医療保

険料で 万 千円 ％ 、繰入金で 万 千円 ％ 、繰越金

で 万 千円 ％ それぞれ増加となっている。

歳出では、後期高齢者医療広域連合納付金で 億 万 千円 ％

増加となっている。

保険料の収納率については、現年度分は ％で前年度 ％ と同じ

で、滞納繰越分は ％で前年度 ％ に比べ ポイント低下したが、

合計では ％で前年度 ％ と同じである。

また、不納欠損額は 万 千円で、前年度 万 千円 に比べ

万 千円 ％ 減少し、収入未済額は 万 千円で、前年度

万 千円 に比べ 万円 ％ の増加となっている。
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後期高齢者医療保険料の納付については、従来からコンビニ納付による

納付環境の拡充など、収納率の向上に努めている。

今後、高齢者人口の増加により事業規模の拡大が進むことが予測される

なか、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業など大阪府後期高齢

者医療広域連合等と連携し、安定的な事業の推進に努められたい。

支出済額を款別、節別に分類してみると、別表第８ 末尾資料 に示

すとおりである。

⑷ 公共用地先行取得事業特別会計

実質収支額は前年度と同じく 円である。

歳入歳出決算額を款別に前年度と比較してみると、次表のとおりであり、

当年度も公共用地の先行取得がなかったことから、歳入歳出ともに執行が

なかった。
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収入済額 構成比 収入済額 構成比

繰 入 金       －       － －

市 債       －       － －

合 計       －       － －

支出済額 構成比 支出済額 構成比

事 業 費       －       － －

公 債 費       －       － －

予 備 費       －       － －

合 計       －       － －

款　別  の  前  年  度  比  較  表

      単位:千円，％

区 分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比

  (歳  出)

款　別  の  前  年  度  比  較  表

      単位:千円，％

区 分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比

  (歳  入)

支出済額を款別、節別に分類してみると、別表第９ 末尾資料 に示

すとおりである。

⑸ 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

実質収支額は 万 千円の黒字で、前年度 万円の黒字 に比べ

万 千円の減少となっている。

歳入歳出決算額を款別に前年度と比較してみると、次表のとおりであり、

歳入で 万 千円 ％ の増加、歳出で 万 千円 ％ の

増加となっている。
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収入済額 構成比 収入済額 構成比

繰 入 金

諸 収 入

市 債

繰 越 金 △ 452

合 計

支出済額 構成比 支出済額 構成比

母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業 費

公 債 費 －

合 計

款　別  の  前  年  度  比  較  表

      単位:千円，％

区 分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比

  (歳  出)

款　別  の  前  年  度  比  較  表

      単位:千円，％

区 分
令和５年度 令和４年度

増減 前年度比

  (歳  入)

主な増減をみると、歳入では、繰越金で 万 千円 ％ 減少してい

るが、繰入金で 万 千円 ％ 、諸収入で 万 千円 ％ 、

市債で 万 千円 ％ それぞれ増加となっている。

歳出では、母子父子寡婦福祉資金貸付事業費で 万 千円 ％

の増加となっている。

支出済額を款別、節別に分類してみると、別表第 末尾資料 に示

すとおりである。
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４ 公有財産

⑴ 土地及び建物

決算年度末における土地及び建物の状況は、次表のとおりである。

行

政

財

産

△ 12,436.52

△ 5,923.06

△ 1,908.04

△ 1,604.04

合　　計

建　物 木　造

財 木  造

△ 11,322.69

△ 11,322.69

△ 5,385.18

△ 12,740.52

△ 304.00

産 非木造

土 　 地

非木造

公

共

用

財

産

計

計

計

通

普 土       地

建　物 木  造 △ 304.00

建　物 木  造

建    物

非木造

土      地

本

庁

舎

決算年度中
増  減  高

非木造

建　物 木  造

そ
の
他
行
政
機
関

土      地

非木造

計

土      地

決算年度末
現  在  高

         単位:㎡

計

 区　　　　　　分
前年度末
現 在 高

土  地　及　び　建　物  状  況  表

△ 14.75
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ア 土 地

決算年度末現在高は ㎡で、前年度末現在高に比べ

㎡ ％ の減少となっている。

その主なものは、京阪本線連続立体交差事業に伴い令和５年度以前に

取得した土地の所有権を大阪府に移転したことなどである。

イ 建 物

決算年度末現在高は ㎡で、前年度末現在高に比べ

㎡ ％ の減少となっている。

その主なものは、総合センター及び第一中学校木造校舎の解体などで

ある。

⑵ 無体財産権

無体財産権についてみると､次表のとおり決算年度末現在高は３件で、前

年度と同じである。

増 減

単位:件

 区　　　　　　分
前年度末
現 在 高

マスコット・キャラクター商標登録

ワガヤネヤガワロゴマーク商標登録

合　　　　　　計

無  体  財  産  権  状  況  表

決 算 年 度 中 決算年度末
現  在  高
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⑶ 出資による権利

出資による権利についてみると、次表のとおり決算年度末現在高は 億

万 円であり、前年度末現在高に比べ 万 円 ％ の

減少となっている。これは、一般財団法人アジア・太平洋人権情報センタ

ーにおいて、その事業費に充当するため大阪府及び府内市町村等からの出

捐金を取り崩したことによるものである。

合　　　　　　計

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

一財 アジア・太平洋
人 権 情 報 セ ン タ ー

公財 大阪人権博物館

公財 大阪みどりの
ト ラ ス ト 協 会

一財 大 阪 建 築
防 災 セ ン タ ー

公財 大阪府暴力追放
推 進 セ ン タ ー

一財 大阪府地域福祉
推 進 財 団

大阪湾広域臨海環境
整 備 セ ン タ ー

減

「注」(株)：株式会社
　　　(公財)：公益財団法人
　　　(一財)：一般財団法人

ア ド バ ン ス 寝 屋 川
マ ネ ジ メ ン ト ㈱

出  資  に  よ  る  権  利  状  況  表

単位:円

区　　　　　　分
前年度末
現 在 高

決 算 年 度 中 決算年度末
現　在　高増
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５ 物 品

取得価額又は評価額が 万円以上の重要物品についてみると、次表のとおり

決算年度末現在高は 点で、前年度末現在高に比べ 点の増加となって

いる｡

これは、庁用器具 家具 及び調度品類で小中一貫校の設置に伴う書架、下駄

箱及び物品棚等の購入などによるものである。

合 計

そ の 他

楽器・美術工芸・
趣 味 娯 楽 用 品 類

体育・保育用具・
遊 具 類

車 両

産業機械・工具類

視聴覚・音響・通
信 ・ 光 学 機 器 類

計 量 ・ 計 測 ・
分 析 機 器

保健医療用機器類

家 電 ・ 厨 房 ・
冷 暖 房 機 器 類

事 務 用 機 器 類

物  品　状　況　表

区       分
前年度末
現 在 高

決    算    年    度    中 決算年度末
現  在  高増 減

単位：点

庁 用 器 具 家 具
及 び 調 度 品 類
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６ 債 権

当年度に弁済期限が未到来の債権についてみると、次表のとおり決算年度

末現在高は 億 万 円で、前年度末現在高 億 万

円 に比べ 億 万 円 ％ の減少となっている。

これは、個人市民税特別徴収分が増加したものの、京阪本線連続立体交差

事業に係る受託金、アドバンス寝屋川マネジメント株式会社への貸付金が減

少したことなどによるものである。

増 減

母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 金

京 阪 本 線 連 続
立 体 交 差 事 業
物 件 移 転 補 償 金

区       分 前年度末現在高
決    算    年    度    中

決算年度末現在高

同 和 更 生 資 金
貸 付 金

債　　 権　　 状　　 況　　 表

       単位:円

個 人 市 民 税
特 別 徴 収 分

「注」(株)：株式会社

合 計

アドバンス寝屋川
マ ネ ジ メ ン ト ㈱
貸 付 金

介 護 給 付 費
返 還 金

京 阪 本 線 連 続
立 体 交 差 事 業
受 託 金

寝 屋 川 市
生 活 つ な ぎ 資 金
貸 付 金

京 阪 本 線 連 続
立 体 交 差 事 業
土 地 売 却 代 金
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７ 基 金

基金の状況についてみると、次ページの基金状況表のとおり決算年度末現

在高は 億 万 円で、前年度末現在高 億 万 円

に比べ 億 万 円 ％ の増加となっている。

これは、国民健康保険財政運営安定化基金及び財政調整基金などを取り崩

したものの、公共公益施設整備基金、減債基金及びくらし・笑顔創生基金な

どに積み立てたことによるものである。

なお、基金については、本来の目的を失することなくリスク管理を徹底し、

効果的な運用に努められたい。

また、次表のとおり各会計の歳入歳出決算事項別明細書における基金繰入

金の合計額及び積立金の合計額と、財産に関する調書に記載された決算年度

中の増減額の合計とが一致していない。これは、歳入歳出決算事項別明細書

における金額は、総務省が定めた全国統一的な会計区分に基づく地方公共団

体の決算に係る統計調査の取扱いを踏まえ、当年度の出納整理期間中の積立

及び取崩を反映することとなるためであり、対する財産に関する調書に記載

された金額は、出納整理期間中の積立及び取崩を反映しておらず、当年度の

４月から３月までの増減の合計額であり、次ページの基金状況表のとおりと

なる。

単位：円

歳　入 財 産 に 関 す る 調 書

基金繰入金の合計額 決 算 年 度 中 の 減 合 計

単位：円

歳　出 財 産 に 関 す る 調 書

積 立 金 の 合 計 額 決 算 年 度 中 の 増 合 計

基金繰入金等に係る状況表（全会計）

歳　入　歳　出　決　算　書

歳　入　歳　出　決　算　書
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増 減

合 計

国 民健 康 保 険財政
運 営 安 定 化 基 金

安 全 ・ 安 心 な
ま ち づ く り
対 策 基 金

く ら し ・ 笑 顔
創 生 基 金

第 二 京 阪 道 路
環 境 監 視 施 設
維 持 管 理 基 金

文 化 振 興 基 金

淀 川 左 岸 農 業 用
用 水 管 理 基 金

介 護 保 険 給 付
準 備 基 金

財 政 調 整 基 金

緑 化 基 金

国 際 交 流 基 金

減 債 基 金

職 員 退 職
手 当 基 金

教 育 振 興 基 金

基　　  金　　  状　　  況　　  表

公 園 墓 地
管 理 基 金

単位:円

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中

決算年度末現在高

交 通 遺 児
激 励 基 金

公 共 公 益 施 設
整 備 基 金

福 祉 基 金

森 林 環 境 基 金
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別表第11

別表第７ 令和５年度介護保険特別会計款別節別一 覧表

別表第８

別表第10

別表第６ 令和５年度国民健康保険特別会計款別節別一覧表

別表第４ 財政指標等の５年間推移表

令和５年度後期高齢者医療特別会計款別節別一覧表

別表第９

一般会計・特別会計参考資料

一 般 会 計 ・ 特 別 会 計 市 債 状 況 表別表第１

別表第２ 普通会計決算の５年間推移表

別表第３ 普通会計経常一般財源の５年間推移表

別表第５ 令 和 ５ 年 度 一 般 会 計 款 別 節 別 一 覧 表

～

～

～

～

～

平均給料・平均年齢などの５年間推移表

令和５年度公共用地先行取得事業特別会計款別節別一覧表

令和５年度母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計款別節別一覧表
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そ　の　他

借入額

当年度

償還額

借入額

当年度

償還額

― ―

― ―

借入額

当年度

償還額

― ―

合
借入額

当年度

償還額

 　    <85

計

財務省など･････財務省、厚生労働省、こども家庭庁、旧日本郵政公社、地方公共団体金融機構、大阪府

その他･････････銀行等、共済組合等、市町村振興協会

期 末 現 在 高

 「注」1 各年度の(  )内の数値は令和３年度を100とした指数。

支  払  利  息

市民１人当たり

公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

　　　 4 市民１人当たり市債現在高は、期末現在高を各年度3月31日現在の総人口で除したもの。

母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金
特
別
会
計

期 末 現 在 高

期 首 現 在 高

期 末 現 在 高

支  払  利  息

　　　 2 資金の種別の<  >内の数値は資金の割合。  

　　　 3 市債利率の（　 ）内の数値は利率の構成比。

市債現在高(円)

 期 首 現 在 高

期 末 現 在 高

 期 首 現 在 高

令和５年度

支  払  利  息

資　金　種　別

一

般

会

計

支  払  利  息

財務省など

市民１人当たり
市債現在高(円)

借入額／歳入総額

期 首 現 在 高

令　　　　　　　和　　

無利子

  一一　　般般　　会会　　計計　　・・　　特特　　別別　　会会　　計計　　

令和３年度 令和４年度区        分
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別表　第１

単位：千円，％

 0.5％ 以下  3.5％以下2.0％以下 2.5％以下

市 債 利 率

 1.0％以下  3.0％ 以下

　　市市　　　　債債　　　　状状　　　　況況　　　　表表

 4.0％ 以下1.5％以下

　　　　　５　　　　　　　年　　　　　　　度　　　　　　　の　　　　　　　内　　　　　　　訳

 4.0％ 超
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区              分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

実 質 収 支 額

単 年 度 収 支 額 △ 150,118 △ 578,162

令和３年度令和元年度 令和２年度

「注」　普通会計とは、地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分である。

別表　第２

普 通 会 計 決 算 の ５ 年 間 推 移 表

単位：千円

令和４年度 令和５年度
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内 人 件 費

  ｢注｣ 1 (  )内数値は令和元年度を100とした指数。

株 式 等 譲 渡

利 子 割 交 付 金

特 別 交 付 金

普 通 会 計 経 常 一 般 財 源 の ５ 年 間 推 移 表

法 人 事 業 税
－

交 付 金

環 境 性 能 割

交 付 金

諸 収 入

市 債

経 常 一 般 財 源

収 入 額 合 計

経 常 経 費 充 当

一 般 財 源 額

　　　 2 市税は都市計画税を、地方交付税は特別交付税を除き、分担金及び負担金、使用料及び手数料、諸収入は
　　　　 経常的に収入され、かつ使途が特定されないものである。

　　　 3 市債は、臨時財政対策債で、本来、地方交付税で収入するものを臨時的に地方債で措置していることから、
　　　　 本表では経常一般財源に加えて記載している。

手 数 料

負 担 金

使 用 料 及 び

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策

分 担 金 及 び

交 付 金

地 方 消 費 税

地 方 特 例

交 付 金

令和３年度

交 付 金

自 動 車 取 得 税

単位：千円

区 分 令和元年度

所 得 割 交 付 金

令和４年度 令和５年度

市 税

令和２年度

配 当 割 交 付 金

別表　第３

地 方 譲 与 税
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実質収支額

標準財政規模

経常経費充当一般財源

経常一般財源総額

基準財政収入額

基準財政需要額

（A＋B）－（C＋D）

E － D 

「注」　財政健全化法＝地方公共団体の財政の健全化に関する法律　

  財　　　政　　　指　　　標　　　等　　　の　　

標準税収入額等　＋　普通交付税

＋　臨時財政対策債発行可能額

区　　　　分  算　　　　式 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

 標準財政規模（千円）

 財政力指数

（３か年平均）

 実質収支比率（％） ×100

B：準元利償還金

C：元利償還金に充当された特定財源

D：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

　 需要額算入額

 実質公債費比率
（％）

（３か年平均）

×100

A：普通会計債の元利償還金(繰上償還等を除く)

E：標準財政規模

 経常収支比率（％） ×100

△ 0.9 △ 1.2△ 0.3
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別表　第４

備　　　　　　　　　　考

　　５　　　年　　　間　　　推　　　移　　　表

令和５年度

　実質収支額を標準財政規模で除した指標で黒字の場合は正数で赤字の場合は負数で表さ
れる。

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すも
の。

　基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３か年の平均値で、一般に財
政力を判断する指標とされ、指数が高いほど財政力があるとされ、１を超える場合は普通
交付税の不交付団体となる。

△ 1.4

　人件費・扶助費・公債費などの義務的な性格の経常経費に、市税や地方交付税などの経
常的な一般財源収入がどのくらい使われているか、その大きさで財政構造の弾力性を測定
しようとするもので、この値が大きくなるほど弾力性を失い、新たな財政需要に対応でき
る余地が少なくなる。

　平成18年度からの起債協議制移行に際し、起債に協議を要する団体と許可を要する団体
の判定に用いるために導入された指標で、公営企業への繰出金や一部事務組合負担金のう
ち元利償還金に係るものなどを含め、普通会計が実質的に負担した元利償還金の一般財源
を標準財政規模で除して得た数値の過去３か年の平均値である。
　この比率が18.0％以上となる地方公共団体については、起債協議制移行後においても、
起債に当たり許可が必要となる。また、平成19年度から財政健全化法の施行により、算定
方法が変更され、都市計画税の収入の一部を特定財源として扱うこととなった。この比率
が早期健全化基準の25.0％以上の場合は、財政健全化計画を定めなければならない。
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区 分 議  会  費 総  務  費 民  生  費 衛  生  費 産業経済費 土  木  費 消  防  費

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

７ 報 償 費

８ 旅 費

９ 交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補 償 、 補 塡 及 び 賠 償 金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

公 課 費

繰 出 金

合 計

構 成 比

前 年 度 額

前 年 度 比

  ｢注｣ 金額は原則として千円未満四捨五入｡

令   和   ５   年   度   一   般   会   計　
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令   和   ５   年   度   一   般   会   計  　款　　別　　節　　別　　一　　覧　　表

教  育  費 災害復旧費 公  債  費 諸支出金 合     計 構 成 比  前年度額 前年度比

　　－

 　　別表 第５

単位：千円，％
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１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

７ 報 償 費

８ 旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

償還金、利子及び割引料

積 立 金

合 計

構 成 比

前 年 度 額

前 年 度 比

国民健康
保険事業費

納付金
保健事業費

令 和 ５ 年 度   国 民 健 康 保 険

区 分 総 務 費 保険給付費
共同事業
拠出金

　 ｢注｣ 金額は原則として千円未満四捨五入｡
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特 別 会 計 款 別 節 別 一 覧 表 

皆 増

前年度額合     計

       別表　第６

単位：千円，％

構成比諸支出金 前年度比公 債 費
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１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

７ 報 償 費

８ 旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

償還金、利子及び割引料

積 立 金

合 計 －

構 成 比 －

前 年 度 額

前 年 度 比 皆 減

令 和 ５ 年 度   介 護 保 険

区 分

　 ｢注｣ 金額は原則として千円未満四捨五入｡

総 務 費 保険給付費
地域支援
事 業 費

サービス
事 業 費
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特 別 会 計 款 別 節 別 一 覧 表 

皆 増

 　　別表 第７

単位：千円，％

合     計 構 成 比 前年度額 前年度比公 債 費 諸支出金
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１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

７ 報 償 費

８ 旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

合 計

構 成 比

前 年 度 額

前 年 度 比

　 ｢注｣ 金額は原則として千円未満四捨五入｡

後期高齢者
医療広域連
合納付金

  別表　第８

令和５年度 後期高齢者医療特別会計款別節別一覧表

単位：千円，％

区 分 総 務 費 保健事業費 諸支出金 合    計 構 成 比  前年度額 前年度比
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公 有 財 産 購 入 費 － －

償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

－ －

合 計 － －

構 成 比 － － －

前 年 度 額

前 年 度 比 － － －

  別表　第９

令和５年度 公共用地先行取得事業特別会計款別節別一覧表

単位：千円，％

区 分 事業費 公債費 合    計 構 成 比  前年度額 前年度比

　 ｢注｣ 金額は原則として千円未満四捨五入｡

需 用 費

役 務 費

委 託 料

備 品 購 入 費 － 皆 増

貸 付 金

合 計

構 成 比

前 年 度 額

前 年 度 比 －

　 ｢注｣ 金額は原則として千円未満四捨五入｡

 前年度額 前年度比

  別表　第10

令和５年度 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計款別節別一覧表

単位：千円，％

母子父子寡
婦福祉資金
貸付事業費

区 分 公債費 合    計 構 成 比
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

 平均給料月額 一 般 会 計   円

平均年齢 (歳.月)

特 別 会 計   円

平均年齢 (歳.月)

一般･特別会計 円

指　　 　  数 

平均年齢 (歳.月)

 給与改定 改   定   率  ％ ― ―

実   施   月 ― ―

 職員数 一 般 会 計   人

特 別 会 計   人

 　　   　      A 一般･特別会計 人

指　　 　  数 

 総人口    　　 B               人

指　　 　  数 

 「注」　１ 再任用職員・任期付職員を除く。

　　　　 ２ 平均給料月額は各年度の３月給料実績を各年度の３月31日時点の職員数で除したもの。

 　　　　３ 指数は令和元年度を100とした数値。

職員１人当たりの住民数 人

     別表　第11

平均給料･平均年齢などの５年間推移表

        各年度 ３月31日現在

 区 　　　  　　　分  

｜　88　｜



水 道 事 業 会 計





監 第 号

令 和 ６ 年 ８ 月 ９ 日

寝屋川市長 広 瀬 慶 輔 様

寝屋川市監査委員

九 鬼 康 夫

廣 岡 芳 樹

森 本 雄一郎

令和５年度寝屋川市水道事業会計決算審査意見について

地方公営企業法第 条第２項の規定に基づき、令和６年６月５日付け財財第

号で審査に付された令和５年度寝屋川市水道事業会計決算を審査したので、その結

果について次のとおり意見を提出します。
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Ⅱ 令和５年度寝屋川市水道事業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和５年度寝屋川市水道事業決算報告書

２ 令和５年度寝屋川市水道事業損益計算書

３ 令和５年度寝屋川市水道事業剰余金計算書

４ 令和５年度寝屋川市水道事業剰余金処分計算書 案

５ 令和５年度寝屋川市水道事業貸借対照表

６ 令和５年度寝屋川市水道事業報告書

７ 令和５年度寝屋川市水道事業決算附属書類

第２ 審査の期間

令和６年６月６日から令和６年８月９日まで

第３ 審査の方法

寝屋川市監査委員監査基準に従い､決算書類及び決算附属書類が､地方公営

企業法その他関係法令に適合して作成されているか､計算に誤りがないかな

どを中心に決算計数の照合と予算の執行状況を審査した。

また､地方公営企業法第３条の趣旨にのっとり、経済性の発揮・公共性の確

保を主眼として､本事業の経営が適正かつ効率的に行われているかを把握す

るに当たり計数を分析し、現状と推移を検討した。

第４ 審査の結果

審査に付された決算諸表は､地方公営企業法その他関係法令に適合して作

成され､計数は正確であり水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示し

ていることを認めた｡
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第５ 総括意見

水道事業会計決算の当年度経営成績は、総収益が 億 万 千円 消費

税及び地方消費税相当分込 億 万 千円 に対して、総費用が 億

万 千円 同 億 万 千円 となり、差引き 億 万 千円

収支差引 億 万 千円 の純利益となっている。

前年度と比較すると、収益では、給水収益が 億 万 千円 ％ 、

その他特別利益が 万 千円 皆増 、加入金が 万 千円 ％

それぞれ増加したものの、他会計負担金が 億 万 千円 ％ 、雑

収益が 万 千円 ％ 、その他営業収益が 万円 ％ それぞ

れ減少したことなどで、総収益は 万 千円 ％ の減少となってい

る。

なお、前年度に引き続き経済的支援として水道料金基本料金の免除を行っ

たものの、免除期間を前年度の６か月間から２か月間に短縮したことによる

免除額の減などにより、給水収益が 億 万 千円 ％ 増加となっ

たが、免除に係る減収相当分についての一般会計からの負担金の減により、

他会計負担金が 億 万 千円 ％ 減少している。

費用では、原水及び浄水費が 万 千円 ％ 、雑支出が 万

千円 ％ 、資産減耗費が 万 千円 ％ それぞれ減少したもの

の、旧取水施設撤去事業に係るその他特別損失が 万円 ％ 、配水

及び給水費が 万 千円 ％ 、減価償却費が 万 千円 ％

それぞれ増加したことなどで、総費用では 万 千円 ％ の増加と

なっている。

次に、資本的支出の建設改良事業では、明徳ポンプ場送水ポンプ更新工事

に着手するとともに、第 期施設等整備事業計画 令和２年度～令和７年度

に基づき、経年管布設替工事について 路線 ｍを施工した。

水道事業における営業活動から生ずる利益剰余金は、当年度末において

億 万 千円 前年度 億 万 千円 となっている。

収益面では、水道事業の根幹となる水需要は、給水人口の減少などにより
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給水収益の増加が見込めない中、費用面では、水道水の安定的な供給を図る

ため、経年施設や経年管路の計画的な更新に加え、重要給水施設への配水管

路及び基幹管路の耐震化並びに耐震性能を有する水道管を使用した管路更

新も必要となり、これらの建設改良事業費に多額の財政負担が見込まれるこ

とから、今後の経営環境は極めて厳しい状況にある。

ついては、企業債の借入・償還を含めた中長期的な財政収支の見通しと施

設等の更新需要を的確に把握し、安定的かつ持続可能な事業運営を推進する

とともに、大阪広域水道企業団との連携等により、引き続き経営基盤及び水

道基盤を強化されたい。法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路

経年化率は前年度に比べ ポイント上昇し、当該年度に更新した管路延長

の割合を示す管路更新率は前年度と同じ ％に止まっていることから、上

下水道事業経営戦略の令和６年度目標値である ％を目指し、より一層改

善を図られたい。

なお、自主財源の根幹をなす水道料金については、負担の公平性の観点か

ら寝屋川市私債権の管理に関する条例等に基づき適切な債権管理のもと、未

収金の早期回収に努められたい。

さらに、令和２年度包括外部監査において包括外部監査人から示された

様々な意見等について、一部には既に改善に取り組まれた事項が見受けられ

るが、その他の指摘についても引き続き取り組まれたい。

また、平成 年度末をもってその機能を終了 一部利用中 した旧香里浄

水場施設の利活用については、今後の水道事業経営への影響が多大なものと

思料されることから、可能な限り速やかに多角的観点からの検討に努められ

たい。

今後においても、第六次寝屋川市総合計画 令和３年度～令和９年度 、寝

屋川市水道ビジョン第４期実施計画 令和３年度～令和７年度 及び第 期

施設等整備事業計画を推進するとともに、令和６年度に中間見直しを控えて

いる寝屋川市上下水道事業経営戦略 令和２年度～令和 年度 に基づく経

営基盤の安定に向けた取組を進めていくことで、より一層安全・安心な水道

水の安定的な供給を目指し、市民サービスの向上を図られたい。
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第６ 審査の概要

１ 予算執行状況について

⑴ 収益的収入及び支出

収益的収入及び支出の予算執行状況についてみると、次表のとおりであ

る。

当年度の水道事業収益は、予算現額 億 万 千円に対し決算額

は 億 万 千円で執行率は ％となっている。これは、営業収

益の給水収益で臨時用の水量の増加等有収水量が当初見込みを上回った

こと、営業外収益で当初見込みより加入金が増加したことなどによるもの

である。

一方､水道事業費は､予算現額 億 万 千円に対し決算額は 億

万 千円で執行率は ％となり、その差額 億 万円の内訳

は、翌年度繰越額 万 千円及び不用額 億 万 千円である。

なお、翌年度繰越額の内容は、旧取水施設撤去工事に伴う電柱移設にお

いて、電柱所有者が行う河川占用許可申請に想定以上の時間を要したこと

    単位:千円,％

予　算　現　額 決   算   額 執 行 率

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益 △ 5

△ 124,160

営 業 費 用 △ 114,455

営 業 外 費 用 △ 3,824

特 別 損 失 △ 881

予 備 費 △ 5,000

「注」 金額については消消費費税税込込みみ

予算現額と決算額

 2 水 道 事 業 費   

　　　　　　　　　　収益的収入及び支出の予算執行状況表

区 　　  分

の差(B)-(A)

 1 水 道 事 業 収 益 
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による負担金 万 千円の事故繰越額である。

また、不用額の主な内容は、営業費用の原水及び浄水費で電気機械修理

において修理箇所を精査したことによる修繕費の減、燃料費調整額が当初

見込みより低かったことによる動力費の減及び配水池等水槽内清掃点検

に係る委託料の入札差金、総係費で燃料費調整額が当初見込みより低かっ

たことによる光熱水費の減、資産減耗費で除却すべき資産が想定より少な

かったことによる固定資産除却費の減などである。

⑵ 資本的収入及び支出

資本的収入及び支出の予算執行状況についてみると、次表のとおりであ

る。

当年度の資本的収入は、予算現額 億 万円に対し決算額は 億

万 千円で執行率は ％となっている。これは、建設改良工事に

係る入札において予定価格に対して落札価格が低かったことなどから事

業費が低額になったことに伴い、企業債、他会計出資金の額が縮減された

ことなどによるものである。

予 算 現 額 決   算   額 執 行 率

    (1) 企  業  債企 業 債

他 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金

固定資産売却代金

  2 資　本　的　支　出 

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

△ 1,039,868 △ 923,627

「注」 金額については消消費費税税込込みみ

収 支 差 引 額

△ 2,987

△ 100

△ 168,300

△ 337,758

△ 337,758

△ 50,130

予算現額と決算額

  1 資　本　的　収　入 △ 221,517

　　　　　　　　　　　資本的収入及び支出の予算執行状況表

    単位:千円,％

区 　　  分

の差(B)-(A)
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一方､資本的支出は､予算現額 億 万 千円に対し決算額は 億

万円で執行率は ％となり、その差額 億 万 千円の内訳

は、翌年度繰越額 万 千円及び不用額 億 万 千円である。

なお、翌年度繰越額の内容は、明徳ポンプ場送水ポンプ更新工事におい

て、当年度は現場仕様に合わせた機器の選定や発注を行っていたことで工

事の出来高が当初見込みより低くなったことによる 万 千円の継続

費逓次繰越額である。

また、不用額の主な内容は、建設改良費の施設等整備費で配水管布設替

工事等の入札差金及び営業設備費で量水器購入費の入札差金などである。

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 億 万 千円につ

いては、建設改良積立金 億円、消費税及び地方消費税資本的収支調整額

万 千円及び損益勘定留保資金 億 万 千円で補てんされた。

２ 経営成績 損益計算書 について

⑴ 経営成績の概況

損益計算書を前年度と比較すると、次表のとおりである。

｜　94　｜



    区　　　　　　分

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益 △ 1,890

原 水 及 び 浄 水 費 △ 44,646

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費 △ 1,409

業 務 費

総 係 費 △ 1,053

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 17,562

△ 298,147 －

△ 504,240

受 取 利 息

加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入 △ 1,239

雑 収 益 △ 39,711

他 会 計 負 担 金 △ 482,018

△ 49,430

支 払 利 息 △ 5,643

雑 支 出 △ 43,787

△ 55,759

皆増

固 定 資 産 売 却 益 －

そ の 他 特 別 利 益 － 皆増

固 定 資 産 売 却 損 －

そ の 他 特 別 損 失

△ 107,548

△ 146,080

△ 400,000

△ 653,628

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分利 益剰 余金

前年度比差引増減

営 業 利 益　（①－②）

　　　　「－」としている。

経 常 利 益（①－②）＋（③－④）

令和５年度

「注」1 金額については消消費費税税抜抜きき

      2 営業利益（①－②）がマイナスになっている場合は営業損失

令和４年度

営 業 外 費 用　④

損　　益　　計　　算　　書　　比　　較　　表　

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

単位:千円,％

　　　3 営業利益の前年度比について、正の数値と負の数値との比較はできないため

営業外収益　③

当年度純利益（経常利益＋⑤－⑥）

営 業 収 益　①

営 業 費 用　②

特 別 利 益　⑤

特 別 損 失　⑥
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前年度は、経済的支援として水道料金基本料金の免除を６か月間実施し

たことに伴い営業損失が生じていたが、当年度の営業損益は黒字に転じて

いる。

当年度の営業利益 億 万 千円に営業外収益と営業外費用を加減し

た経常利益が 億 万 千円となり、特別利益が 万 千円、特

別損失が 億 万 千円であったことから、純利益は 億 万

千円となっている。

なお、この純利益に前年度繰越利益剰余金 億 万 千円、その他

未処分利益剰余金変動額 億円を加えた 億 万 千円が当年度未

処分利益剰余金となっている。

ア 営業収益

営業収益は 億 万円で、前年度に比べ 億 万 千円

％ の増加となっている。

これは、給水収益で、経済的支援として水道料金基本料金の免除を行

ったものの、免除期間を前年度の６か月間から２か月間に短縮したこと

による免除額の減などにより 億 万 千円 ％ 増加したこと

などによるものである。

イ 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円

％ の増加となっている。

これは、原水及び浄水費で修繕費、動力費及び受水費の減などにより

万 千円 ％ 、資産減耗費で 万 千円 ％ それぞれ

減少したものの、配水及び給水費で委託料の増などにより 万 千

円 ％ 、減価償却費で 万 千円 ％ それぞれ増加したこ

となどによるものである。

ウ 営業外収益

営業外収益は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円

％ の減少となっている。
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これは、加入金で共同住宅等の新設工事の増により 万 千円

％ 増加したものの、他会計負担金で、経済的支援として水道料金

基本料金の免除を行ったものの、免除期間を前年度の６か月間から２か

月間に短縮したことによる免除額の減などにより 億 万 千円

％ 、雑収益で不用品売却収益の減などにより 万 千円

％ それぞれ減少したことなどによるものである。

エ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比べ 万円 ％

の減少となっている。

これは、雑支出で 万 千円 ％ 、支払利息で高利率の企業

債の償還が進んだことなどにより 万 千円 ％ それぞれ減少し

たことによるものである。

オ 特別利益

特別利益は 万 千円で、前年度に比べ皆増となっている。

これは、その他特別利益で旧取水施設撤去事業に係る固定資産の除却

に伴う長期前受金戻入によるものである。

カ 特別損失

特別損失は 億 万 千円で、前年度に比べ 万円 ％

の増加となっている。

これは、その他特別損失で旧取水施設撤去事業における取水口撤去工

事及び堤防部の施設撤去工事の実施並びに固定資産除却費を計上した

ことによるものである。

⑵ 収支比率

収支比率は次表のとおりである。 

｜　97　｜



当年度の総費用に対する総収益の割合を表す総収支比率は ％で前

年度に比べ ポイント、経常費用に対する経常収益の割合を表す経常収

支比率は ％で前年度に比べ ポイントそれぞれ低下している。営

業費用に対する営業収益の割合を表す営業収支比率は ％で前年度に

比べ ポイント上昇している。

これらの比率が ％未満である場合は収支均衡が図られていないこと

となる。

前年度は、経済的支援として水道料金基本料金の免除を６か月間実施し

たことなどにより営業収支比率が ％未満に転じたが、当年度は再び営

業収支比率が ％を超えた。総収支比率及び経常収支比率も ％を超

えており、収支の均衡は図られている。

⑶ 経常費用

経常費用を性質別に前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位:％

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

総 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

営 業 収 支 比 率

収 支 比 率 表
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当年度の経常費用の合計は 億 万 千円で、前年度と比較する

と 万 千円 ％ の減少となっている。

費用の中で大きな比重 ％ を占める受水費は、大阪広域水道企業団

からの受水量が ㎥ ％ 減少したことにより、 万 千円

％ の減少となり、構成比も ポイント低下している。

委託料で水道管路劣化診断業務や鉛管改修業務の委託に係る費用の増な

どにより 万 千円 ％ 、減価償却費で 万 千円 ％

それぞれ増加したものの、その他で雑支出の減などにより 万 千円

％ 、物件費で修繕費や光熱水費の減により 万 千円 ％ 、

資産減耗費で 万 千円 ％ それぞれ減少した。

⑷ 供給単価と給水原価

有収水量１㎥当たりの供給単価と給水原価の５年間の推移についてみ

ると、次表のとおりである。

単位:千円,％

人 件 費

物 件 費 △ 31,481

受 水 費 △ 18,005

委 託 料

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 17,562

支 払 利 息 △ 5,643

そ の 他 △ 49,974

合 計 △ 22,323

「注」 金額については消消費費税税抜抜きき

区　　　分 令和５年度 令和４年度 差 引 増 減 前年度比
構成比

令和５年度 令和４年度

経　常　費　用　性　質　別　比  較  表
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当年度の供給単価は 円 銭で、給水原価は 円 銭となり、有

収水量１㎥当たり 円 銭の収支差損が生じており、前年度の収支差損

円 銭 に比べ 円 銭収支は改善している。

これは、供給単価で当年度も経済的支援として水道料金基本料金の免除

を行ったものの、免除期間を前年度の６か月間から２か月間に短縮したこ

とによる免除額の減などで前年度と比べ 円 銭増加し、一方、給水原

価では、給水原価費用は減少したものの年間有収水量の減少幅の方が大き

かったため、前年度と比べ 銭増加したことによるものである。

 (ｱ)  (ｲ)

供  給  単  価

（

給  水  原  価

（

 　差　　　　　引

(A)－(B) （

「注」 （　）は消消費費税税込込みみ

 有収水量１㎥ 当たりの供給単価及び給水原価の５年間推移表

     単位:円,銭

区     分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度  差  引 

(ｲ)-(ｱ)

△ 0.17  △ 10.80 △ 24.27 △ 4.67

(　 2.84) (△  8.53) (△ 19.78) (△ 1.62)

円　－ － 円

※　給水原価の詳細については、次ページを参照

      給   水   原   価  ＝

      供   給   単   価  ＝

㎥）年間有収水量（

円）

㎥）

受託工事費等（ 総 費 用 　

給 水 収 益 （

年間有収水量（

 － 　特別損失　） －
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次に、給水原価費用の構成を前年度と比較すると、次表のとおりである。

有収水量１㎥当たりの給水原価の主な内訳をみると、構成比で ％と

  区        分
1㎥当たり 1㎥当たり

給水原価 給水原価

(千円) (％)  (円.銭) (千円) (％)  (円.銭)

人 件 費

物 件 費

 　  修    繕    費

 　  動    力    費

 　  薬    品    費

 　  そ　　の　　他

受 水 費

委 託 料

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支 払 利 息

そ の 他

合 計

受 託 工 事 費 等

特 別 損 失

総 費 用

「注」1 金額については消消費費税税抜抜きき

金     額 構成比

令和５年度

 (総費用-特別損失)  　 (受託工事費等) 　  (給水原価費用)

　33億3,884万4千円  －　3,302万8千円　＝　33億581万6千円

         　　  給    水    原    価    費    用    構    成    表

△ 0.29

増    減

 (円.銭)

△ 1.20

△ 0.09

△ 0.78

令和４年度
給水原価

金     額 構成比

△ 0.77

△ 0.13

△ 0.20

△ 2.15

      2 減価償却費は長期前受金戻入分を控除している。

      3 受託工事費等は受託工事費（人件費、委託料、工事請負費等）、材料及び不用品売却原価
        並びに附帯工事費の合計
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高い割合を占める受水費は 円 銭で、前年度 円 銭 に比べ 銭

の減少となっている。

次いで、 ％を占める減価償却費は 円 銭で、前年度 円 銭

に比べ 銭の増加となっている。

また、 ％を占める委託料は 円 銭で、前年度 円 銭 に比

べ 円 銭の増加、 ％を占める人件費は 円で、前年度 円 銭

に比べ 銭の増加となっている。

３ 資本的収支について

資本的収支の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。
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⑴ 資本的収入

資本的収入の内容についてみると、決算額は 億 万 千円で、前

年度決算額 億 万 千円に比べ１億 万 千円 ％ の減少

となっている。

これは、企業債で 億 万円 ％ 、工事負担金で 万 千円

％ 、他会計出資金で 万 千円 ％ それぞれ減少したことに

よるものである。

決 算 額

執行率 執行率 前年度比

企 業 債

他 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金

固定資産売却代金    －

事 務 費

施 設 等 整 備 費

配 水 設 備 費 皆増

営 業 設 備 費

固定資 産購 入費 － 皆増

「注」 金額については消消費費税税込込みみ

資 本 的 収 入

資 本 的 収 支 状 況 表

  単位:千円,％

 区 　　 分

令和５年度 令和４年度

予算現額 決 算 額 予算現額 決 算 額

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

－

企 業 債 償 還 金

－

収 支 差 引 額 △ 1,039,868 △ 923,627 △ 1,357,810 △ 1,287,134
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⑵ 資本的支出

資本的支出の内容についてみると、決算額は 億 万円で、前年度

決算額 億 万 千円に比べ 億 万 千円 ％ の減少とな

っている。

これは、建設改良費で 億 万 千円 ％ 、企業債償還金で

万円 ％ それぞれ減少したことによるものである。

建設改良事業については、経年管布設替工事 路線、 ｍ 、新

設管布設工事 ４路線、 ｍ などが実施された。

企業債償還金が、資本的支出全体に占める割合は ％となっており、

前年度の ％に比べ ポイント上昇している。

４ 財政状態について

⑴ 貸借対照表

貸借対照表を前年度と比較すると、次表のとおりである。
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構成比

△ 147,298

△ 111,048

△ 35,694

△ 556

△ 26,169

△ 42,104

△ 158,818

△ 22,061

△ 131,500

△ 578

△ 767

△ 3,912

△ 49,400

△ 234,387

△ 253,628

△ 253,628

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金 △ 653,628

「注」 1 金額については消費税抜き

       2 未収金は、債権の不納欠損による損失に備えるために計上された貸倒引当金を控除している。

 資　　産　　合　　計

   資  本  剰  余  金

 繰  延  収  益

 負　　債　　合　　計

 資    本    金

   前      受      金

 剰    余    金

   引      当      金

   預      り      金

   未      払      金

   企      業      債

   引      当      金

 流  動  負  債

   前      払      金

　 短　期　貸　付　金

   現   金    預   金

   未      収      金

   無 形  固 定 資 産

 流  動  資  産

貸   借   対   照   表   比   較   表

単位：千円,％

区　　　　　分
令和５年度 令和４年度

差引増減 前年度比
 金    額 金    額 構成比

負 債 ・ 資 本 合 計

 固  定  資  産

   有 形  固 定 資 産

   利  益  剰  余  金

 資　　本　　合　　計

   企      業      債

 固  定  負  債
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ア 資産

当年度末における資産合計額は、 億 万 千円で、前年度の

億 万 千円に比べ 万 千円 ％ の増加となってい

る。

これは、流動資産の現金預金で 億 万 千円、未収金で

万 千円それぞれ減少したものの、固定資産の有形固定資産で 億

万 千円増加したことなどによるものである。

イ 負債・資本

当年度末における負債合計額は、 億 万 千円で、前年度の

億 万 千円に比べ 億 万 千円 ％ の減少となって

いる。

これは、固定負債の引当金で 万 千円増加したものの、流動負

債の未払金で 億 万円、繰延収益で 万円、固定負債の企業

債で 万 千円それぞれ減少したことなどによるものである。

次に、資産合計額から負債合計額を差し引いた資本合計額は、 億

万 千円で、前年度の 億 万 千円に比べ 億 万 千

円 ％ の増加となっている。

これは、剰余金で当年度未処分利益剰余金が 億 万 千円減少

したものの、剰余金で建設改良積立金が 億円、資本金で他会計出資金

の受入及び建設改良積立金の取崩額の組入により 億 万 千円そ

れぞれ増加したことによるものである。

⑵ キャッシュ・フロー計算書

キャッシュ・フロー計算書を前年度と比較すると、次表のとおりである。
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△ 107,548

△ 704 △ 1,899

△ 22 △ 444

△ 39,824

△ 7,555

△ 74,050 △ 34,658 △ 39,392

△ 2,860 △ 2,335 △ 525

△ 5,643

△ 94,201

△ 379

△ 31,995

△ 578 △ 465 △ 113

△ 3,912 △ 5,402

△ 181,330

△ 113,051 △ 118,694

△ 175,162

△ 1,008,265 △ 1,411,665

△ 4,700,000 △ 4,500,000 △ 200,000

△ 985,979 △ 1,409,484

△ 129,400

△ 518,766 △ 569,486

一般会計からの出資による収入 △ 4,648

△ 83,328

△ 111,048 △ 276,063

△ 276,063

△ 111,048

法定福利費引当金の増減額 (△は減少)

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 (△ は減 少 )

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

合 計

資 金 増 加 額

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て るた め の
企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

預 り 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

小 計

未 収 金 の 増 減 額 ( △ は 増 加 )

前 払 金 の 増 減 額 ( △ は 増 加 )

前 受 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

区　　　　　                      　分

貸 付 に よ る 支 出

　業務活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

合 計

単位:千円

減 価 償 却 費

合 計

令和５年度 令和４年度

利 息 の 支 払 額

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

長 期 前 受 金 戻 入 額

未 払 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

「注」金額については消消費費税税抜抜きき

受 取 利 息

支 払 利 息

利 息 の 受 領 額

当 年 度 純 利 益

差引増減

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

資 産 減 耗 費

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て るた め の
企 業 債 に よ る 収 入
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当年度における業務活動によるキャッシュ・フローは 億 万 千

円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少、投資活動によるキャッシ

ュ・フローは△ 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円

の増加、財務活動によるキャッシュ・フローは 万 千円で、前年度に

比べ 万 千円の減少となっている。

その結果、当年度の資金は 億 万 千円の減少となり、資金期首

残高は 億 万 千円であったことから、資金期末残高は 億

万 千円となっている。

５ 業務実績について

業務実績の３年間の推移についてみると、次表のとおりである。
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⑴ 給水状況

年間配水量は、前年度に比べ ㎥減少したものの、配水量に対す

区 分 前年度 前年度 前年度

比(％) 比(％) 比(％)

計 画 給 水 人 口 人

行政 区域内人 口 人

現 在 給 水 人 口 人

給 水 戸 数 戸

給 水 栓 数 栓

普 及 率 ％ － － －

年 間 配 水 量 ㎥

 (内  訳)

       自  己  水       自   己   水 ㎥ － － － － － －

       受      水       受        水 ㎥

年 間 有 収 水 量 ㎥

有 収 率 ％ － － －

１ 日 平 均 配 水 量 ㎥

１ 日 最 大 配 水 量 ㎥

導 送 配 水 管 延 長 ｍ

職 員 数 人

業      務      実      績      表

令和３年度 前 年 度

比較増減

令和４年度 令和５年度

単

位

△ 787

△ 1,553

△ 1,553

△ 224,165

－

△ 216,863

△ 4,031

      2 表中の職員数には再任用短時間勤務職員・会計年度任用職員は含まない。

△ 2

「注」1 表中の人口及び戸数等は各年度3月31日現在の数値である。

△ 224,165
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る有収水量の割合を示す有収率は ％で、前年度と同じである。

また、年間有収水量は、前年度に比べ ㎥ ％ の減少となって

いる。

⑵ 施設効率

施設効率の５年間の推移についてみると、次表のとおりである。

施設利用率、最大稼働率、負荷率は、いずれも高率になるほど良いとさ

れているが、施設の経済性を総合的に判断する施設利用率は ％ 前年

度 ％ で ポイント、施設の利用が有効かつ適切に行われているか

をみることにより施設効率を判断する最大稼働率は ％ 前年度

％ で ポイントそれぞれ低下しているが、配水量の年間を通じて

の変化をみることにより施設効率を判断する負荷率は ％ 前年度

％ で ポイント上昇している。

⑶ 有効水量の比率 有効率

配水量及び有効率などの５年間の推移についてみると、次表及びグラフ

のとおりである。

区　　　　分 単位 令和元年度

１ 日 配 水 能 力 ㎥

１日平均配水量 ㎥

１日最大配水量 ㎥

施 設 利 用 率 ％

最 大 稼 働 率 ％

負 荷 率 ％

令和５年度令和３年度 令和４年度

施  設  効  率  ５  年  間  推  移  表

令和２年度
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97.7％ 97.7％有　  収 　 率
（D/A）

単位:万㎥

96.8％ 95.9％ 97.6％

そ の 他

無 効 水 量

消 防 防 災 用 水

有 収 水 量

内

訳

洗 管 用

浄 水 場 管 理 用 水

96.0％ 97.7％

赤 水 等 放 水

97.8％ 98.3％

有効無収水量   C

有　  効  　率 96.9％

有 効 水 量

配 水 量

令和元年度 令和２年度 令和３年度

配 水 量 及 び 有 効 率 な ど の ５ 年 間 推 移 表

令和４年度 令和５年度

 単位:㎥

区　　分

2,315
2,340 

2,312 
2,276

2,255

2 

2 

2 

3 
14

75 

98

55

52 
40 

2,200

2,250

2,300

2,350

2,400

2,450

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

無効水量

有効無収水量

有収水量
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有効水量は、水道施設及び給水装置を通じて給水される水量が有効に使

用された水量のことで、配水量 ㎥から無効水量 ㎥を

除いたものである。この有効水量 ㎥を配水量で除した有効率

は ％であり、漏水防止調査に基づく修繕等により無効水量が減少した

ことから前年度に比べ ポイント上昇している。

⑷ 有収水量と料金

有収水量とは、料金徴収の対象となった水量のことで、その料金は、一

般用、特定施設用､公衆浴場用、臨時用及び家事共用の５用途に区分され、

一定の使用量を超えると料金が段階的に高くなる逓増制料金体系が採ら

れている。

なお、用途別の適用基準は次のとおりである。

有収水量と料金を用途別に前年度と比較すると、次表のとおりである。

一 般 用

特 定 施 設 用

公 衆 浴 場 用

臨 時 用

家 事 共 用

用　　　途 適　　　　用　　　　基　　　　準

 工事その他臨時の用に供するもの

 店舗又は事務所を伴わないもので、２戸以上が共同で使用するもの

 下記の用途以外の用に供するもの

 学校・病院・社会福祉事業の施設の用に供するもの

 公衆浴場の用に供するもの
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一 般 用 △ 269,748

　家  事  用 △ 187,282

　営  業  用 △ 3,150

　公  共  用 △ 15,259

　工  場  用 △ 20,125

　ｱﾊﾟｰﾄ･ﾏﾝｼｮﾝ用 △ 43,932

特 定 施 設 用

公 衆 浴 場 用 △ 1,562

臨 時 用

家 事 共 用 △ 2,272

△ 216,863

　　 　　

一 般 用

　家  事  用

　営  業  用

　公  共  用 △ 3,720

　工  場  用 △ 6,738

　ｱﾊﾟｰﾄ･ﾏﾝｼｮﾝ用

特 定 施 設 用

公 衆 浴 場 用

臨 時 用

家 事 共 用 △ 352

 合      計

 　　単位:千円,％

料      金 料      金

料    金

 合     計

「注」 金額については消消費費税税込込みみ

区　 　分
令和５年度 令和４年度

     単位:㎥,％

区　 　分
令和５年度 令和４年度

有収水量

用 途 別 有 収 水 量 及 び 料 金 比 較 表

構成比有 収 水 量 有 収 水 量前年度比

構成比 前年度比 構成比 前年度比
比較増減

比較増減
構成比 前年度比
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有収水量は ㎥で、前年度に比べ ㎥ ％ の減少と

なっている。

有収水量を用途別に前年度と比較すると、臨時用で ㎥ ％ 、

特定施設用で ㎥ ％ それぞれ増加しているものの、一般用で

㎥ ％ 、家事共用で ㎥ ％ 、公衆浴場用で ㎥

％ それぞれ減少している。

また、水道料金については、当年度は 億 万 千円 調定額・消

費税込み で、経済的支援として水道料金基本料金の免除を行ったものの、

免除期間を前年度の６か月間から２か月間に短縮したことによる免除額

の減などにより、前年度に比べ 億 万 千円 調定額・消費税込

み ％ の増加となっている。

水道料金を用途別に前年度と比較すると、家事共用で 万 千円

％ 減少しているものの、一般用で 億 万 千円 ％ 、臨

時用で 万 千円 ％ 、特定施設用で 万 千円 ％ それ

ぞれ増加している。
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⑸ 水道料金の収納状況

水道料金の収納状況は次表のとおりである。

営業収益の根幹をなす水道料金は、収納済額が 億 万 千円となっ

ている。

収納率については、現年度分が ％となっているが、これは現年度調

定額のうち３月分については翌年度に収納されるためである。

また、不納欠損処理額 万 千円について、貸倒引当金の取崩しによ

り処理している。

水道料金債権については、地方自治法第 条第２項に基づき、安定的

な財政運営及び負担の公平性の観点から、寝屋川市私債権の管理に関する

条例等に基づき適切な債権管理のもと、未収金の早期回収に努め、より一

層収入の確保を図られたい。

調定額 当年度
収納額(B)

不納欠損
処理額

期末
未収金

収納率

小 計

令和４年度

令和３年度

令和２年度

令和元年度

平成 年度

水 道 料 金 の 収 納 状 況 表

     　　    単位:千円，％

区 分

令和５年度

過

年

度

       3 過年度の調定額は期首未収金の額

合 計

 「注」1 金額については消消費費税税込込みみ

       2 現年度調定額のうち、３月分については翌年度に収納される。
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水 道 事 業 会 計 参 考 資 料

資料１
水 道 料 金 収 入 と 企 業 債 元 利

償 還 金 な ど の ５ 年 間 推 移 表

資料２ 経 営 諸 比 率 の ５ 年 間 推 移

資料３

資料４

収 益 状 況 及 び費 用比 率等 の５ 年間 推移

財 政 状 況 等 諸 比 率 表 ～
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水道料金収入と企業債元利償還金などの５年間推移表

               単位:千円

 企 業 債 元 金

 指数

 企 業 債 利 子

 指数

 一時借入金利子

 指数

 合          計

 指数

 水  道  料  金

 指数

    (A)/(E)  ％

    (B)/(E)  ％

    (C)/(E)  ％

    (D)/(E)  ％

「注」金額については消消費費税税抜抜きき

－－ － － －

区　　　　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度

資料　１

令和４年度 令和５年度

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

単位：百万円 水道料金

企業債元金

企業債利子
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資料　２

総収支比率 単位：％

営業収支比率(受託工事除く) 単位：％

営業外収益 対 営業外費用比率 単位：％

   　経 営 諸 比 率 の ５ 年 間 推 移

105.8 

112.8 112.7 

110.2 

106.9 

100

105

110

115

120

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

107.4

114.9

111.8

91.6

104.1

90

95

100

105

110

115

120

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

90.3 94.6

158.1

490.2

304.6 

80

150

220

290

360

430

500

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
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資料　３

損益勘定所属職員数    単位：人

職員一人当たりの営業収益 単位：千円

職員給与費 対 料金収入比率　 単位：％

収 益 状 況 及 び 費 用 比 率 等 の ５ 年 間 推 移

37 37
36

35

34

30

35

40

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

99,178 98,882
100,093

83,025

98,001

80,000

90,000

100,000

110,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

9.9 

10.5 

9.4 
9.6 

8.5 

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5

11.0

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
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 職員給与費対 職員給与費 

     料金収入 比率（％） 料 金 収 入

 企業債償還金対 企業債償還金

     料金収入 比率（％） 料 金 収 入

 企業債利息対 企 業 債 利 息

     料金収入 比率（％） 料 金 収 入

総 収 益

総 費 用

経 常 収 益

経 常 費 用

営業収益－受託工事収益 

営業費用－受託工事費用 

営業収益－受託工事収益 

(期首未収金＋期末未収金)÷2

流 動 資 産

財 流 動 負 債

務 現 金 預 金

比 流 動 負 債

率 固 定 資 産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固 定 資 産

固定資産＋流動資産＋繰延資産

 固 定 資 産 対 固 定 資 産

     長期資本 比率（％） 資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債・資本合計

固 定 負 債

負債・資本合計

1日平均配水量

施 1日配水能力

設 1日最大配水量

の 1日配水能力

効 1日平均配水量

率 1日最大配水量

性 年間総有収水量

年間総配水量

「注」 令和４年度年鑑指標は、地方公営企業年鑑による給水人口15万人以上30万人未満の事業の数値

×100

財　　　　政　　　　状　　　　況

費

用

比

率

×100

区　　　　分  算　　　式    ( 令和５年度 )　単位：円,㎥ 令和３年度

×100

収

支

比

率

 総  収  支  比 率（％） ×100

 経 常 収 支 比 率（％） ×100

 営 業 収 支 比 率（％） ×100

 未 収 金 回 転 率（回） 

 流   動   比  率（％） ×100

 現   金   比  率（％） ×100

 固   定   比  率（％） ×100

 固定資産構成 比率（％） ×100
構

成

比

率

×100

×100

 固定負債構成 比率（％） ×100

 自己資本構成 比率（％）

×100

 施 設 利 用 率（％） ×100

 負　　荷　　率（％） ×100

 最 大 稼 働 率（％）  

 有  　収　  率（％） ×100
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　資料　４

等　　　　諸　　　　比　　　　率　　　　表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 職員給与費の分析のうえで､最もよく用いられる指標の一つである。この比率が高いほ
ど、固定費が増嵩し、財政硬直化の原因となり、経営悪化を意味する。

令和４年度

88..55

年鑑指標(注)
備　　　　　　　　　　　考令和４年度 令和５年度

 企業債償還金の料金収入に対する割合を示すものである｡地方公営企業の場合、建設投資
の財源は企業債に依存しているためこの比率が高くなるが、高くならない配慮が必要であ
る。

33..55

110066..99

1166..22

 上記比率と同様にこの比率の増加は、水道事業の経営を圧迫するため、拡張事業等は慎重
に行うべきである。

111111..66
 主たる営業活動によって得た収益と他の関連する収益の合算を、営業活動に要する費用と
他の関連する費用で除して求められるものであり、この比率が100％未満であれば、収益的
収支が均衡していないことを表す。

 未収金の回転状況を判断する指標であり、一般的にこの率が高いほど未収期間が短く、未
収金が早く回収されていることを示す｡なお､未収金の額は貸倒引当金を控除する前の額で
ある。

 総収益が総費用の何％に当たるかを表すもので、100％を超えた部分が収益となる。

110044..11
 営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すもので、この比率が100％未満である場合
は、企業本来の経営活動では収支の均衡が図られていないこととなる。

77..00

 短期債務に対して流動資産が十分にあるかどうかを表し、この比率が高いほど、短期債務
に応ずる流動資産が豊富なことを意味している。

226677..33
 支払能力を測定するもので、この比率が100％を超えると流動負債を弁済してもなお、支
払能力に余力のあることを示している。

665522..22

 固定資産の調達原資である自己資本金との関係を表し、この比率が100％を超えると、自
己資本金以外の借入金により固定資産が調達されていることを示す。

7711..77
 総資産に占める固定資産の割合を示し、この比率が大きくなることは資本の固定化、固定
費の増加を示す。

112299..66

7744..99
 固定資産に対する調達原資の適合関係を判断するために用いられ、この比率が100％を超
えると、固定資産の調達原資の一部が短期資産で賄われていることを示す。

 上記比率と対応をなすもので､負債・資本合計に占める固定負債との割合を示すもので、
数値が大きいほど他人資本に依存していることを示す。

4400..33

 負債・資本合計に占める自己資本金の割合を示すもので、この比率が高いほど良いが、通
常公営企業は設立の目的であるサービスの提供について､その元となる施設にあっては､企
業債で建設することとなるので、全般的に低率となっている。

5555..33

 水道施設の経済性を総括的に判断するもので、数値が大きいほど効率的であるとされる。

5522..00

4488..99

9944..00
 水道事業の施設効率を判断する指標の一つであり､季節等による需要変動が大きいほど施
設の効率性は悪くなり、負荷率は低くなる。

9977..77  水道事業の施設効率を判断する指標であり、数値が大きいほど効率的である。

 水道事業の施設効率を判断する指標の一つであり､率が高いほど施設の効率性が高いとい
えるが、あまり高すぎても、安定給水という視点から問題となる。
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下 水 道 事 業 会 計





監 第 号

令 和 ６ 年 ８ 月 ９ 日

寝屋川市長 広 瀬 慶 輔 様

寝屋川市監査委員

九 鬼 康 夫

廣 岡 芳 樹

森 本 雄一郎

令和５年度寝屋川市下水道事業会計決算審査意見について

地方公営企業法第 条第２項の規定に基づき、令和６年６月５日付け財財第

号で審査に付された令和５年度寝屋川市下水道事業会計決算を審査したので、その

結果について次のとおり意見を提出します。
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Ⅲ 令和５年度寝屋川市下水道事業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和５年度寝屋川市下水道事業決算報告書

２ 令和５年度寝屋川市下水道事業損益計算書

３ 令和５年度寝屋川市下水道事業剰余金計算書

４ 令和５年度寝屋川市下水道事業剰余金処分計算書 案

５ 令和５年度寝屋川市下水道事業貸借対照表

６ 令和５年度寝屋川市下水道事業報告書

７ 令和５年度寝屋川市下水道事業決算附属書類

第２ 審査の期間

令和６年６月６日から令和６年８月９日まで

第３ 審査の方法

寝屋川市監査委員監査基準に従い､決算書類及び決算附属書類が､地方公営

企業法その他関係法令に適合して作成されているか､計算に誤りがないかな

どを中心に決算計数の照合と予算の執行状況を審査した。

また､地方公営企業法第３条の趣旨にのっとり、経済性の発揮・公共性の確

保を主眼として､本事業の経営が適正かつ効率的に行われているかを把握す

るに当たり計数を分析し、現状と推移を検討した。

 

第４ 審査の結果

審査に付された決算諸表は､地方公営企業法その他関係法令に適合して作

成され､計数は正確であり下水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示

していることを認めた｡
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第５ 総括意見

下水道事業会計決算の当年度経営成績は、総収益が 億 万 千円 消

費税及び地方消費税相当分込 億 万 千円 に対して、総費用が 億

万 千円となり 同 億 万 千円 、差引き 億 万 千円

収支差引 億 万 千円 の純利益となっている。

前年度と比較すると、収益では、下水道使用料で 万円 ％ 、雑収

益で 万 千円 ％ それぞれ減少したものの、雨水処理負担金で 億

万 千円 ％ 、長期前受金戻入で 万 千円 ％ それぞ

れ増加し、総収益では 億 万 千円 ％ の増加となっている。

費用では、支払利息で高利率の企業債の償還が進んだことなどにより

万 千円 ％ 減少したものの、減価償却費で 億 万 千円

％ 、流域下水道管理費で 億 万 千円 ％ 、雑支出で

万 千円 ％ それぞれ増加したことで、総費用では 億 万 千円

％ の増加となっている。

また、流域下水道維持管理負担金については、高額であるため、引き続き

大阪府と協議する等検討を行われたい。

次に、資本的支出の建設改良事業では、下水道管路施設の布設工事等を実

施し公共用水域の水質改善に取り組むとともに、浸水対策の継続事業として

古川雨水幹線バイパス管工事を実施した。

また、平成 年度から進めてきた高宮ポンプ場の整備事業については完

了した。

下水道事業における営業活動から生ずる利益剰余金は、当年度末において

億 万 千円 前年度 億 万 千円 となっている。

収益面では、人口の減少などにより、下水道使用料収入の増加が見込めな

い中、費用面では、法定耐用年数を経過した管渠の割合が増加しており、下

水道施設の更新や長寿命化などの建設改良事業費に多額の財政負担が見込

まれることから、経営環境は極めて厳しい状況にある。
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ついては、下水道施設の維持・修繕及び改築を効率的に進め、持続可能な

事業を実施するとともに、経営基盤の安定に努めるとともに、短時間の大雨

等による災害の対策として、現在実施している古川雨水幹線整備事業を着実

に推進するよう努められたい。

なお、自主財源の根幹をなす下水道使用料については、負担の公平性の観

点から適切な債権管理のもと、未収金の早期回収に努められたい。

また、令和５年度包括外部監査において包括外部監査人から示された様々

な意見等について、積極的な改善に取り組まれたい。

今後においても、第六次寝屋川市総合計画 令和３年度～令和９年度 を推

進し、下水道総合地震対策計画 令和５年度～令和９年度 により、下水道施

設の地震対策の取組を進めるとともに、寝屋川市下水道ストックマネジメン

トの分析結果に基づく中長期の投資・財政見通しを踏まえ策定し、令和６年

度に中間見直しを控えている寝屋川市上下水道事業経営戦略 令和２年度～

令和 年度 に基づく経営基盤の安定に向けた取組を進めていくことで、計

画的な企業経営を推進し、経済性、有効性、効率性を確保しながら、より一

層安定的かつ持続的な市民サービスの提供に取り組まれたい。
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第６ 審査の概要

１ 予算執行状況について

⑴ 収益的収入及び支出

収益的収入及び支出の予算執行状況についてみると、次表のとおりであ

る。

当年度の下水道事業収益は、予算現額 億 万 千円に対し決算

額は 億 万 千円で執行率は ％となっている。

一方､下水道事業費は､予算現額 億 万 千円に対し決算額は 億

万 千円で執行率は ％となり、 億 万 千円の不用額が

生じている。

なお、不用額の主な内容は、流域下水道管理費で大阪府に支払う関連市

負担金が想定よりも低額となったこと、ポンプ場費で高宮ポンプ場の動力

費として計上した重油及び電気料金が想定よりも低額となったこと、高宮

ポンプ場運転管理業務に係る入札差金、管渠費で下水道管路施設耐震診断

調査業務に係る入札差金などである。

予　算　現　額 決   算   額 執 行 率

△ 100,405

営 業 収 益 △ 131,754

営 業 外 収 益

特 別 利 益 △ 5

△ 197,769

営 業 費 用 △ 173,527

営 業 外 費 用 △ 19,232

特 別 損 失 △ 10

予 備 費 △ 5,000

「注」 金額については消消費費税税込込みみ

予算現額と決算額

 2 下 水 道 事 業 費   

 1 下 水 道 事 業 収 益

収益的収入及び支出の予算執行状況表

単位:千円,％

区 　　  分

の差(B)-(A)
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⑵ 資本的収入及び支出

資本的収入及び支出の予算執行状況についてみると、次表のとおりであ

る。

当年度の資本的収入は、予算現額 億 万 千円に対し決算額は

億 万 千円で執行率は ％となっている。

一方､資本的支出は､予算現額 億 万 千円に対し決算額は 億

万 千円で執行率は ％となり、その差額 億 万 千円の

内訳は、翌年度繰越額 万円及び不用額 億 万 千円である。

なお、翌年度繰越額の内容は、浸水対策事業としての古川雨水幹線整備

事業古川雨水幹線バイパス管工事 万円の継続費逓次繰越額である。

また、不用額の主な内容は、建設改良費の施設等整備費で、都市計画道

路対馬江大利線事業に伴う公共下水道管路布設工事で当初見込みより工

事発注が少なかったこと、高宮ポンプ場整備事業の継続費予算に係る委託

先での入札差金などである。

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 億 万 千円は、

予 算 現 額 決   算   額 執 行 率

△ 276,732

    (1) 企  業  債企 業 債 △ 249,600

補 助 金 △ 8,227

他 会 計 出 資 金 △ 1

工 事 負 担 金 △ 18,804

固定資産売却代金 △ 100

その他資本的収入

  2 資　本　的　支　出 △ 613,919

建 設 改 良 費 △ 613,918

企 業 債 償 還 金 △ 1

その他資本的支出

△ 3,281,074 　　　　　 △ 2,943,887 　　　　　

「注」 金額については消消費費税税込込みみ

単位:千円,％

区 　　  分

の差(B)-(A)

資本的収入及び支出の予算執行状況表

予算現額と決算額

  1 資　本　的　収　入 

収 支 差 引 額
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減債積立金 億円、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 億 万

千円及び損益勘定留保資金 億 万 千円で補てんされた。

２ 経営成績 損益計算書 について

⑴ 経営成績の概況

損益計算書を前年度と比較すると、次表のとおりである。
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    区　　　　　　分

下 水 道 使 用 料 △ 50,180

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益 △ 721

管 渠 費 △ 2,933

ポ ン プ 場 費

流域下水道管理費

普 及 促 進 費 △ 2,623

業 務 費

総 係 費 △ 3,138

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 － 皆増

△ 155,263 △ 199,620 －

受 取 利 息 △ 44

他 会 計 負 担 金 △ 2,872

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益 △ 6,538

支 払 利 息 △ 62,032

雑 支 出

△ 154,442

－

－

－

－

△ 154,442

△ 100,000

△ 254,442

前年度比

営 業 収 益　①

営 業 費 用　②

令和５年度

特 別 利 益　⑤

特 別 損 失　⑥

令和４年度

当年度純利益（経常利益＋⑤－⑥）

経 常 利 益（①－②）＋（③－④）

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

差引増減

「注」1 金額については消消費費税税抜抜きき

営 業 利 益　（①－②）

営業外収益　③

営 業 外 費 用　④

固 定 資 産 売 却 益

　　　3 営業利益の前年度比について、正の数値と負の数値との比較はできないため

　　　　「－」としている。

損　　益　　計　　算　　書　　比　　較　　表　

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

単位:千円,％

固 定 資 産 売 却 損

      2 営業利益（①－②）がマイナスになっている場合は営業損失
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当年度の営業損失 億 万 千円に営業外収益と営業外費用を加減

した経常利益が 億 万 千円となり、特別利益及び特別損失がなか

ったことから、純利益も同額となっている。

なお、この純利益に前年度繰越利益剰余金 億 万円、その他未処

分利益剰余金変動額 億円を加えた 億 万 千円が当年度未処分利

益剰余金となっている。

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度と比べると 万 千

円 ％ の増加となっている。

これは、下水道使用料で 万円 ％ 減少したものの、雨水処理

負担金で 億 万 千円 ％ 増加したことなどによるものであ

る。

イ 営業費用

営業費用は 億 万円で、前年度と比べると 億 万 千

円 ％ の増加となっている。

これは、総係費で 万 千円 ％ 減少したものの、減価償却費で

億 万 千円 ％ 、流域下水道管理費で 億 万 千円

％ 、ポンプ場費で 万 千円 ％ それぞれ増加したこと

などによるものである。

ウ 営業外収益

営業外収益は 億 万 千円で、前年度と比べると 万 千

円 ％ の増加となっている。

これは、雑収益で 万 千円 ％ 減少したものの、長期前受金

戻入で 万 千円 ％ 増加したことなどによるものである。

エ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度と比べると 万 千

円 ％ の増加となっている。

これは、支払利息で高利率の企業債の償還が進んだことなどにより
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万 千円 ％ 減少したものの、雑支出で 万 千円

％ 増加したことによるものである。

⑵ 収支比率

収支比率は次表のとおりである。

当年度の総費用に対する総収益の割合を表す総収支比率は ％で、

前年度に比べ ポイント、経常費用に対する経常収益の割合を表す経常

収支比率は ％で、前年度に比べ ポイント、営業費用に対する営

業収益の割合を表す営業収支比率は ％で、前年度に比べ ポイント

それぞれ低下している。総収支比率及び経常収支比率は ％を超えてお

り、収支の均衡が図られているが、営業収支比率は ％未満であり、収

支の均衡が図られていない。営業収支比率が過去５年間年々低下して

％となった点にも留意し、令和６年度は、寝屋川市上下水道事業経営

戦略について、今後 年間を見据えた計画（令和７年度～令和 年度）

としての改定を予定されていることから、今後の見通しを精査し、改善策

を検討されたい。

単位:％

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

総 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

営 業 収 支 比 率

収 支 比 率 表
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⑶ 使用料単価及び汚水処理原価

有収水量１㎥当たりの使用料単価及び汚水処理原価の５年間の推移に

ついてみると、次表のとおりである。

当年度の使用料単価は 円 銭で、汚水処理原価は 円 銭とな

り、有収水量１㎥当たり 円 銭の収支差益を生じており、前年度の収支

差益 円 銭 と比べると 円 銭の減少となっている。

これは、使用料単価が前年度と比べ 銭減少し、一方、汚水処理原価で

前年度と比べ 円 銭増加したことによるものである。

 (ｱ)  (ｲ)

使 用 料 単 価

汚水処理原価

差 引
△ 3.48

「注」 金額については消消費費税税抜抜きき

　　1.35 　　3.00 　　6.39

差  引

△ 0.37

有収水量１㎥当たりの使用料単価及び汚水処理原価の５年間推移表

     単位:円,銭

区     分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

(ｲ)-(ｱ)

㎥）

汚 水 処 理 費
汚水処理原価

㎥）

下水道使 用料

円）

＝

年間有収 水量

使 用 料 単 価

＝

円）

年間有収 水量
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次に、汚水処理原価の構成をみると、次表のとおりである。

有収水量１㎥当たりの汚水処理原価の主な内訳をみると、構成比で

％と高い割合を占める減価償却費は 円 銭で、前年度 円 銭

に比べ 円 銭の増加となっている。

次いで、 ％を占める負担金は 円 銭で、前年度 円 銭 に比

べ 円 銭の増加となっている。

1㎥当たり  1㎥当たり

金 額 金 額

(千円) (％)  (円.銭) (千円) (％)  (円.銭)

給 料

手 当

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 費

う ち 流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

－ － －

合 計

「注」1 金額については消消費費税税抜抜きき

 区        分

委 託 料

負 担 金

減 価 償 却 費

人 件 費

△ 0.01

資 産 減 耗 費

動 力 費

材 料 費

      2 減価償却費は長期前受金戻入分を控除している。

△ 2.01支 払 利 息

そ の 他 △ 0.08

汚 水 処 理 原 価 構 成 表

△ 0.05

△ 0.01

△ 0.03

金     額

△ 0.08

 (円.銭)

△ 0.22

汚水処理
原価増減構成比 金     額 構成比

△ 0.05

令和５年度 令和４年度
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また、 ％を占める支払利息は 円 銭で、前年度 円 銭 に比

べ 円 銭の減少となっている。

下水道事業においては、下水道管路等施設の有形固定資産が多いため、

減価償却費の占める割合が高くなっている。

３ 資本的収支について

資本的収支の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

企 業 債

補 助 金

他 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金

固定資産売却代金 －

その他資本的収入

事 務 費

施 設 等 整 備 費

固定資産購入費 － － － 皆 増

流域下水道建設費

令和４年度

その他資本的支出

資 本 的 支 出

△ 2,751,641収 支 差 引 額 △ 3,281,074 △ 2,943,887

「注」 金額については消消費費税税込込みみ

企 業 債 償 還 金

△ 2,820,852

資 本 的 収 支 状 況 表

  単位:千円,％

執行率 予算現額 執行率

令和５年度

予算現額 決 算 額

決 算 額
前年度比

決 算 額

 区 　　 分

資 本 的 収 入

建 設 改 良 費
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⑴ 資本的収入

資本的収入の内容についてみると、決算額は 億 万 千円で前年

度決算額 億 万 千円と比べると 億 万円 ％ の減少と

なっている。

これは、補助金で 億 万 千円 ％ 増加したものの、企業債

で 億 万円 ％ 減少したことなどによるものである。

⑵ 資本的支出

資本的支出の内容についてみると、決算額は 億 万 千円で前

年度決算額 億 万 千円と比べると 億 万 千円 ％ の

減少となっている。

これは、建設改良費で 億 万 千円 ％ 増加したものの、企

業債償還金で 億 万 千円 ％ 減少したことによるものであ

る。

建設改良事業については、近年増加傾向にある短時間の大雨等による浸

水の防除を図るため、公共下水道雨水対策事業として、古川水路の雨水流

量の負担を軽減し既存水路の流下能力を補完するための古川雨水幹線バ

イパス管工事等 億 万 千円 が実施された。

企業債償還金が資本的支出全体に占める割合は ％となっており、前

年度の ％に比べ ポイント低下している。

４ 繰入金について

一般会計からの繰入金についてみると、次表のとおりである。
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令和５年度 繰入基準 令和４年度 繰入基準 差引増減

収益的収入

営業収益

雨水処理負担金

基準内 基準内

営業外収益 △ 2,872

他会計負担金 △ 2,872

基準内 基準内

基準内 基準内 △ 1,322

基準内 基準内 △ 651

基準内 基準内

基準内 基準内 △ 6,331

基準内 基準内 △ 501

基準内 基準内 △ 1,212

基準内 基準内

資本的収入 △ 16,187

他会計出資金 △ 16,187

他会計出資金 △ 16,187

基準内 基準内

基準内 基準内

基準内 基準内

基準内 基準内

基準内 基準内 △ 25,303

流域下水道の建設に要する経費

公営企業において発行した臨時財
政特例債の償還に要する経費

下水道事業債(臨時措置分)の償還
に要する経費

項 目

流域下水道の建設に要する経費

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 一 覧 表

単位:千円

下水道に排除される下水の規制に
関する事務に要する経費

雨水処理に要する経費

合 計

「注」 金額については消消費費税税抜抜きき

その他

公営企業において発行した臨時財
政特例債の償還に要する経費

下水道事業債(普及特別対策分)の
償還に要する経費

水洗便所に係る改造命令等に関す
る事務に要する経費

雨水処理に要する経費(用地に係
る分)

高度処理に要する経費

下水道事業債(普及特別対策分)の
償還に要する経費

下水道事業債(臨時措置分)の償還
に要する経費
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当年度の一般会計からの繰入金総額は、 億 万円であり、いずれも

総務省が示す繰出基準に基づき、一般会計が負担等する経費として、財政措

置が認められる基準内の繰入金である。

５ 財政状態について

⑴ 貸借対照表

貸借対照表を前年度と比較すると、次表のとおりである。
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構成比

△ 279,133

△ 534,110

△ 15,807

△ 1,643,319

△ 1,646,729

△ 347

△ 119

△ 402,104

△ 262,504

△ 262,504

減 債 積 立 金 △ 8,062

当年度未処分利益剰余金 △ 254,442

貸   借   対   照   表   比   較   表

   前　　　受　　　金

   利  益  剰  余  金

   資  本  剰  余  金

   引      当      金

 剰    余    金

   未      払      金

   引      当      金

   企　　　業　　　債

負 債 ・ 資 本 合 計

 資　　本　　合　　計

 流  動  負  債

   預      り      金

 資    本    金

 負    債    合    計

令和５年度 令和４年度

 金    額

   有 形  固 定 資 産

 流  動  資  産

   未      収      金

 資　　産    合    計

 固  定  負  債

   現   金    預   金

「注」 1 金額については消消費費税税抜抜きき

構成比

 固  定  資  産

   無 形  固 定 資 産

   企　　　業　　　債

       2 未収金は、債権の不納欠損による損失に備えるために計上された貸倒引当金を控除している。

単位：千円,％

区　　　　　分 差引増減 前年度比
金    額

 繰　延　収　益
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ア 資産

当年度末における資産合計額は 億 万 千円で、前年度

億 万 千円と比べると 億 万 千円 ％ の増加となっ

ている。

これは、有形固定資産で下水管渠などの減価償却により 億 万

円減少したものの、流動資産の現金預金で 億 万 千円、無形固

定資産で流域下水道に係る施設利用権の増加により 億 万 千円

それぞれ増加したことなどによるものである。

イ 負債・資本

当年度末における負債合計額は 億 万 千円で、前年度の

億 万円と比べると 億 万 千円 ％ の減少となっている。

これは、流動負債の未払金で 億 万 千円、繰延収益で 億

万 千円それぞれ増加したものの、固定負債の企業債で 億

万 千円減少したことなどによるものである。

次に、資産合計額から負債合計額を差し引いた資本合計額は 億

万 千円で、前年度の 億 万 千円と比べると 億 万

千円 ％ の増加となっている。

これは、剰余金で 億 万 千円減少したものの、資本金で他会

計出資金の受入及び減債積立金の取崩額の組入により 億 万 千

円増加したことによるものである。

⑵ キャッシュ・フロー計算書

キャッシュ・フロー計算書を前年度と比較すると、次表のとおりである。
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△ 154,442

－

△ 402 △ 151 △ 251

△ 73 △ 14 △ 59

△ 770

△ 976

△ 808,699 △ 733,500 △ 75,199

△ 33 △ 77

△ 62,032

△ 84,540

－ △ 342,000

△ 123,939 △ 137,872

△ 65

△ 119 △ 119

△ 702,403

△ 44

△ 450,705 △ 512,737

△ 640,415

△ 1,065,173 △ 1,845,029

△ 541,933 △ 478,922 △ 63,011

△ 1,000 △ 1,000

△ 645,488 △ 1,818,418

△ 655,000

△ 4,693,972 △ 5,761,493

△ 16,187

△ 1,074,611 △ 1,470,945

△ 288,756

△ 288,756

「注」金額については消消費費税税抜抜きき

令和４年度

減 価 償 却 費

支 払 利 息

受 取 利 息

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

資 金 期 首 残 高

預 託 金 の 戻 入 に よ る 収 入

資 金 増 加 額

合 計

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

合 計

　財務活動によるキャッシュ・フロー

合 計

前 払 金 の 増 減 額 ( △ は 増 加 )

預 託 金 の 預 入 に よ る 支 出

令和５年度

利 息 の 受 領 額

当 年 度 純 利 益

区　　　　　              　分

　業務活動によるキャッシュ・フロー

資 産 減 耗 費

預 り 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
単位:千円

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

長 期 前 受 金 戻 入 額

前 受 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

　投資活動によるキャッシュ・フロー

法定福利費引当金の増減額(△は減少)

退職給付引当金の増減額 (△は減少)

未 収 金 の 増 減 額 ( △ は 増 加 )

資 金 期 末 残 高

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債 に よ る 収 入

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

一 般 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入

小 計

差引増減

未 払 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

利 息 の 支 払 額

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
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当年度における業務活動によるキャッシュ・フローは 億 万 千

円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少、投資活動によるキャッシ

ュ・フローは△ 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円の増

加、財務活動によるキャッシュ・フローは△ 億 万 千円で、前年

度に比べ 億 万 千円の増加となっている。

その結果、当年度の資金は 億 万 千円の増加となり、資金期首

残高は 億 万 千円であったことから、資金期末残高は 億

万円となっている。
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⑶ 企業債

企業債の償還、借入及び残高の５年間の推移についてみると、次表及び

グラフのとおりである。

当年度の企業債元金償還額は 億 万 千円、借入額は 億

万円となっており、当年度末の企業債残高は 億 万 千円で、前

元　　金

指数

利　　子

指数

指数

指数

指数

令和３年度

企業債残高

単位:千円

企業債の償還、借入及び残高の５年間推移表

区　　　　分 令和元年度 令和５年度

合 計

令和４年度

「注」 金額については消消費費税税抜抜きき

借 入 額

令和２年度

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

元 金 利 子 借入額 企業債残高

企業債残高
（単位：百万円）

企業債償還額(元金・利子)及び借入額
（単位：百万円）
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年度末に比べ 億 万 千円 ％ 、令和元年度末に比べ 億

万 千円 ％ それぞれ減少となっている。なお、処理区域内人

口 万 人 １人当たりの企業債残高は 万 円となっている。

６ 業務実績について

⑴ 業務実績

業務実績の３年間の推移についてみると、次表のとおりである。

区 分 前年度 前年度 令和５年度 前年度
位 比(％) 比(％) 比(％)

行政区域内人口 人

全 体 計 画 人 口 人

現在処理区 域内
人 口 人

現在処理区 域内
戸 数 戸

処理区域内 人口
普 及 率 ％ － － －

行 政 区 域 面 積

全 体 計 画 面 積

現 在 処 理 区 域
面 積

年 間 有 収 水 量 ㎥

下水管布設 延長 ｍ

水 洗 化 人 口 人

水 洗 化 戸 数 戸

水洗化率 人口比
％ － － －

水洗化率 戸数比
％ － － －

職 員 数 人

△ 309,625

「注」1 表中の人口及び戸数等は各年度3月31日現在の数値である。

令和３年度 前 年 度

△ 1,416

      2 表中の職員数には再任用短時間勤務職員・会計年度任用職員は含まない。

比較増減
令和４年度

△ 1,548

△ 1,553

業      務      実      績      表

単
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当年度末の行政区域内人口は 万 人で、下水道に接続可能な区

域に居住する人口を表す現在処理区域内人口は 万 人となってお

り、いずれも減少しているが、人口普及率は ％と高い水準となってい

る。

また、現在処理区域内人口のうち下水道に接続して汚水処理している人

口の割合である水洗化率 人口比 は、 ％と高い水準となっている。し

かし、未接続の住戸については、経済的な問題や高齢などの理由により接

続が進んでいない。

⑵ 下水道使用料の収納状況

下水道使用料の収納状況は次表のとおりである。

調定額 当年度
収納額(B)

不納欠損
処理額

期末
未収金

収納率

小 計

令和４年度

令和３年度

令和２年度

令和元年度

平成 年度

下 水 道 使 用 料 の 収 納 状 況 表

     　　    単位:千円，％

区 分

令和５年度

過

年

度

       3 過年度の調定額は期首未収金の額

 「注」1 金額については消消費費税税込込みみ

合 計

       2 現年度調定額のうち、２月分の一部及び３月分については翌年度に収納

　　　　 される。
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収納率については、現年度分が ％となっているが、これは現年度調

定額のうち２月分の一部及び３月分については翌年度に収納されるため

である。

また、不納欠損処理額 万 千円について、貸倒引当金の取崩しにより

処理している。

下水道使用料債権については、地方自治法第 条の３第３項に地方税

の滞納処分の例により処分することができると規定されており、安定的な

財政運営及び負担の公平性の観点から、適切な債権管理のもと、未収金の

早期回収に努め、より一層収入の確保を図られたい。

｜　144　｜



｜　145　｜



資料１ 財 政 状 況 等 諸 比 率 表 ～

下水道事業会計参考資料
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総 収 益

総 費 用

経 常 収 益

経 常 費 用

営業収益－受託工事収益 

営業費用－受託工事費用 

固 定 資 産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

 固 定 資 産 対
固 定 資 産

     長期資本 比率（％） 資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

固 定 資 産

固定資産＋流動資産＋繰延資産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債・資本合計 

営業収益－受託工事収益 

(期首未収金＋期末未収金)÷2

 企業債償還金対
企業債償還金

     料金収入 比率（％） 下水道使用料

 企業債利息対
企 業 債 利 息

     料金収入 比率（％） 下水道使用料

未 収 金 回 転 率（回）

収

支

比

率

財

務

比

率

構

成

比

率

×100

 固定資産構成 比率（％） ×100

 自己資本構成 比率（％）

×100

×100

×100 固   定   比  率（％）

 営 業 収 支 比 率（％）

 経 常 収 支 比 率（％） ×100

区　　　　分  算　　　式    ( 令和５年度 )　単位:円 令和３年度

 総  収  支  比 率（％） ×100

回
転
率

財　　　　政　　　　状　　　　況

×100

費

用

比

率
×100
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資料　１

 主たる営業活動によって得た収益と他の関連する収益の合算を、営業活動に要する費用
と他の関連する費用で除して求められるものであり、この比率が100％未満であれば収益
的収支が均衡していないことを表す。

 営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すもので、この比率が100％未満である場合
は、企業本来の経営活動では収支の均衡が図られていないこととなる。

 総資産に占める固定資産の割合を表し、この比率が大きくなることは資本の固定化、固
定費の増加を示す。

 負債・資本合計に占める自己資本金の割合を示すもので、この比率が高いほど良いが、
通常公営企業は設立の目的であるサービスの提供について、その元となる施設にあって
は、企業債で建設することとなるので、全般的に低率となっている。

99..55

 上記比率と同様にこの比率の増加は、下水道事業の経営を圧迫するため、拡張事業等は
慎重に行うべきである。

 企業債償還金の料金収入に対する割合を示すものである。地方公営企業の場合、建設投
資の財源は企業債に依存しているためこの比率が高くなるが、高くならない配慮が必要で
ある。

1144..88

 未収金の回転状況を判断する指標であり、一般的にこの率が高いほど未収期間が短く、
未収金が早く回収されていることを示す。なお､未収金の額は貸倒引当金を控除する前の
額である。

 固定資産の調達原資である自己資本金との関係を表し、この比率が100％を超えると、自
己資本金以外の借入金により固定資産が調達されていることを示す。

 固定資産に対する調達原資の適合関係を判断するために用いられ、この比率が100％を超
えると、固定資産の調達原資の一部が短期資産で賄われていることを示す。

令和５年度 備　　　　　　　　　　　考

110044..55

4488..88

115544..44

119977..88

9966..55

110055..00

110044..55  総収益が総費用の何％に当たるかを表すもので、100％を超えた部分が収益となる。

9966..77

令和４年度

等　　　　諸　　　　比　　　　率　　　　表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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健 全 化 判 断 比 率





 

監 第 号

令 和 ６ 年 ８ 月 ９ 日

 

寝屋川市長 広 瀬 慶 輔 様 

 

寝屋川市監査委員  

九 鬼 康 夫  

廣 岡 芳 樹  

森 本 雄一郎  

令和５年度決算に基づく健全化判断比率審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき、令和

６年７月 日付け財財第 号で審査に付された令和５年度寝屋川市健全化判断

比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、その結果に

ついて次のとおり意見を提出します。
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Ⅳ 令和５年度決算に基づく健全化判断比率審査意見

第１ 審査の対象

健全化判断比率

⑴ 実質赤字比率 ⑵ 連結実質赤字比率

⑶ 実質公債費比率 ⑷ 将来負担比率

第２ 審査の期間

令和６年７月 日から令和６年８月９日まで

第３ 審査の方法

地方公共団体の財政の健全化に関する法律 以下「健全化法」という。 第

３条第１項の規定により提出された健全化判断比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類が関係法令に適合して作成されているか、財政指標の

算出過程に誤りがないか、計数は正確であるかを審査するとともに、関係職

員の説明聴取を行った。

第４ 審査の結果

１ 総合意見

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。

⑴ 実 質 赤 字 比 率           －           － △2.37

⑵ 連結実質赤字比率           －           － △17.42

⑶ 実 質 公 債 費 比 率 △1.4 △1.2

⑷ 将 来 負 担 比 率           －           － △107.4

　(△印)の数値で示す。

健全化判断比率

※　⑴、⑵の「－」は黒字であることを表し、備考欄に示すマイナス(△印)の数値は、令和５年度

令和５年度

※　⑷の「－」は将来負担額を上回る充当可能財源等があることを表し、備考欄に比率をマイナス

※　⑴、⑵の早期健全化基準は、健全化法に基づき算出した令和５年度の寝屋川市の基準値である。

※　⑶、⑷の早期健全化基準は、健全化法に定められた基準値である。

健  全  化  判  断  比  率
単位：％

備　　考早期健全化基準令和４年度

　実質黒字額の程度(比率)を示す。
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２ 個別意見

⑴ 実質赤字比率について

実質赤字比率は、実質収支額が 億 万 千円の黒字となっており、

問題はない。

⑵ 連結実質赤字比率について

連結実質赤字比率は、連結実質収支額が 億 万 千円の黒字とな

っており、問題はない。

⑶ 実質公債費比率について

実質公債費比率は、マイナス ％と前年度に比べ ポイント低下し

た。早期健全化基準の ％を大きく下回っており、問題はない。

⑷ 将来負担比率について

将来負担比率は、将来負担額を上回る充当可能財源等があることから、

問題はない。

３ 是正改善を要する事項

特に指摘すべき事項はない。
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監 第 号

令 和 ６ 年 ８ 月 ９ 日
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寝屋川市監査委員  
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令和５年度決算に基づく資金不足比率審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 条第１項の規定に基づき、令和

６年７月 日付け財財第 号で審査に付された令和５年度寝屋川市水道事業会

計及び寝屋川市下水道事業会計における資金不足比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類を審査したので、その結果について次のとおり意見を提出し

ます。
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Ⅴ 令和５年度決算に基づく資金不足比率審査意見

第１ 審査の対象

⑴ 水道事業会計資金不足比率

⑵ 下水道事業会計資金不足比率

第２ 審査の期間

令和６年７月 日から令和６年８月９日まで

第３ 審査の方法

地方公共団体の財政の健全化に関する法律 以下「健全化法」という。 第

条第１項の規定により提出された資金不足比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類が関係法令に適合して作成されているか、財政指標の

算出過程に誤りがないか、計数は正確であるかを審査するとともに、関係職

員の説明聴取を行った。

第４ 審査の結果

１ 総合意見

審査に付された会計区分別、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。

水 道 事 業 会 計 － － △ 185.2

下 水 道 事 業 会 計 － － △ 22.8

※　経営健全化基準は健全化法に定められた基準値である。

  ５年度資金剰余額の程度(比率)を示す。

※　「－」は資金不足額がないことを表し、備考欄に示すマイナス(△印)の数値は、令和

資　金　不　足　比　率

会  計  区  分

単位：％

備　　考令和５年度 令和４年度 経営健全化基準
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２ 個別意見

⑴ 水道事業会計資金不足比率について

水道事業会計は、資金剰余額が 億 万 千円となっており、資金

不足額は生じておらず問題はない。

⑵ 下水道事業会計資金不足比率について

下水道事業会計は、資金剰余額が 億 万 千円となっており、資

金不足額は生じておらず問題はない。

３ 是正改善を要する事項

特に指摘すべき事項はない。
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